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第１章 全般的事項                           

 
 

１ 計画策定の趣旨 

 埼玉県では、麻薬、覚醒剤等の薬物乱用防止対策について、関係行政機関の事務の緊

密な連携を図るとともに、その対策を総合的かつ効果的に推進することを目的に、昭和

48 年９月に薬物乱用防止対策推進埼玉県本部を設置し、薬物乱用の根絶に取り組んでき

ました。 

 その後、平成 23 年６月１日に組織の見直しを行い、埼玉県薬物乱用対策推進会議を設

置し、継続して本県における薬物乱用防止対策を推進してきました。 

 一方、県内における薬物事犯の検挙人員は平成 22年を除けば 500人台で推移しており、

減少の傾向はみられません。また、薬物事犯者の再犯率が６割に及ぶなど薬物からの脱

却は難しく回復支援の強化が必要であることがうかがえます。 

 特に近年、法規制を巧みにすり抜けようとする危険ドラッグの販売が横行しており、

新たな薬物による健康被害や交通事故等の二次被害が相次ぎ社会問題となっています。 

 このような状況を踏まえ、埼玉県では、「埼玉県薬物の濫用の防止に関する条例」（平

成 27 年条例第 19 号）を制定し、薬物の乱用の防止に関する施策を総合的かつ計画的に

推進するとしたところです。 

 現在、薬物乱用対策として県が行っている、薬物乱用の未然防止のための「予防啓発」、

薬物依存症者等の再乱用防止や社会復帰のための「回復支援」、乱用薬物の流通阻止の

ための「取締指導」の施策を、条例の趣旨を踏まえこれまで以上に推進するため、埼玉

県薬物乱用対策推進会議での検討を中心に埼玉県薬物乱用対策推進計画を策定しました。 

 この計画に基づき、関係機関及び関係団体が強固な連携のもと、薬物乱用対策を強力

に推進します。 

 

２ 計画の総合目標 

  県民が安心して暮らすことができる薬物乱用のない社会を目指します。 

 

３ 計画の期間 

  平成 27 年度から平成 29 年度までの３か年計画です。 

  （政府が定めた薬物乱用の根絶の総合的対策である「第四次薬物乱用防止五か年戦略」

（平成 25 年～平成 29 年）の終期にあわせています。） 

 

４ 計画のポイント 

 (1) 計画は条例の趣旨及び県内の薬物乱用を取り巻く現状を踏まえ、「予防啓発」、「回

復支援」及び「取締指導」を柱として体系化しています。 

 (2) 総合目標を達成するため、この３つの柱に対して基本目標を定め、それぞれに具体的

な数値目標を設定しています。 

 (3) 県の取組のほか国の関係機関及び県内の関係団体の取組を位置づけることにより、連

携の強化を図っています。 
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第１章 全般的事項                           

 
 

５ 計画の基本構成 

 (1) 埼玉県における薬物事犯の情勢等 

   県内の薬物事犯の検挙人員の推移や危険ドラッグによるものと疑われる健康被害等

の傾向を分析します。 

 

 (2) 埼玉県の薬物乱用対策の現状と課題 

   本県における薬物乱用対策の取組の現状を分析し、今後取り組むべき課題を明らかに

します。 

 

 (3) 埼玉県の薬物乱用対策の方向 

   取り組むべき課題を踏まえて、本計画における総合目標及び基本目標を示します。基

本目標は数値化するとともに、これら目標の達成を目指す施策体系を示します。 

 

 (4) 施策ごとの主な取組 

  ア 基本目標を達成するための施策に係る県の主な取組を示します。 

  イ 埼玉県薬物乱用対策推進会議に参加し、連携して県の薬物乱用対策を推進している

国の関係機関及び県内の関係団体の事業や取組を示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

               薬物乱用対策の３つの柱 
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第２章 埼玉県における薬物事犯の情勢等                 

 

１ 県内の薬物事犯の検挙人員の推移 

 (1) 全般的傾向 

 県内における薬物事犯の検挙人員は平成 22 年を除けば 500 人台で推移しており、減

少の傾向はみられません。検挙人員の年齢層に着目すると 10 代及び 20 代については、

平成 22 年と比べ半数に減少しているなど、薬物乱用防止の啓発活動による一定の効果

があったことがうかがえます。（図１） 

 また、検挙者のうち初犯率は減少傾向にあるものの、いまだ一定数の初犯者が発生し

ていることから薬物乱用への入り口が身近にあることを示すと同時に、再犯率が６割に

及ぶことから薬物に再び手を染める者が後を絶たないことを示しています。（図２） 
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第２章 埼玉県における薬物事犯の情勢等                 

 

 

 

 

 (2) 覚醒剤 

 覚醒剤による検挙人員は、全薬

物事犯者のうち９割を占めていま

す。また、若年層（10 代及び 20 代）

における薬物乱用の主な原因薬物

ともなっており、薬物乱用対策の

最も重要な課題となっています。

（図３～図６） 
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第２章 埼玉県における薬物事犯の情勢等                 

 

 

  (3) 大麻 

  大麻による検挙人員は、全薬

物事犯者のうち約６％（平成 26

年）であり、覚醒剤に次いで多

くなっています。大麻事犯の検

挙者の半数が若年層であり、覚

醒剤の乱用に至る入り口となっ

ている側面もあることから、若

年層への対策が必要となってい

ます。（図５、図７） 

 

  (4) 麻薬・向精神薬（一部、危険ドラッグ） 

    麻薬や向精神薬は医療に欠か

せないものですが、一方でこれ

らの薬物による事犯が発生して

います。検挙人員は近年６～９

人で推移していましたが、平成

26年は 23人と急増しています。

これは危険ドラッグの成分とし

て麻薬が使われていたことによ

るものです。（図８） 

 

 

 

   (5) 指定薬物（危険ドラッグ） 

    指定薬物は平成 19 年４月１日

から医薬品、医療機器等の品質、

有効性及び安全性の確保等に関

する法律（旧薬事法。以下、「医

薬品医療機器等法」という。）に

より輸入、製造、販売等が禁止さ

れており、平成 26 年４月１日か

らは所持、使用、購入及び譲り受

けが禁止されました。 

   このような危険ドラッグの蔓

延に対する規制･取締指導の強化により指定薬物事犯による検挙者は平成 26 年には

前年比の約６倍となりました。（図９） 

※ 集計開始は 

 平成 24年から 
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第２章 埼玉県における薬物事犯の情勢等                 

 

２ 危険ドラッグによるものと疑われる健康被害等の現状 

    平成 26 年に危険ドラッグに関連する死者は全国で 112 人おり、県内でも、危険ドラッ

グに関連する死者が６人発生しました。 

   また、危険ドラッグの使用後に交通事故を起こすなどした交通関係法令違反者が全国

で 160 人おり、県内でも人身事故 1 例（死亡事例なし）を含む交通事故が６例発生して

います。 
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第３章 埼玉県の薬物乱用対策の現状と課題 

Ⅰ 予防啓発 

１ 取組の現状 

 (1) 学校における薬物乱用防止啓発 

  ア 薬物乱用防止教室の実施 

県では、全ての公立小・中・高等学校及び特別支援学校（さいたま市を除く）にお

いて薬物乱用防止教室を実施しており、児童生徒に対して薬物の正しい知識の普及に

努めています。私立の小・中・高等学校については薬物乱用防止教室の実施率が全国

平均（48.7％：平成 26 年度・特別支援学校を除く）より高いものの 60.2％に留まっ

ています。（表１） 

  イ 薬物乱用防止指導員の委嘱 

県では、薬物乱用防止の啓発活動を積極的に行うため、薬物乱用防止指導員を委嘱

しています。薬物乱用防止指導員は主に医師、薬剤師及び保護司等のボランティアか

ら構成されています。 

 薬物乱用防止指導員は地域における各種会合等を活用しての薬物乱用防止啓発活

動を行うとともに、薬物乱用防止教室や講演会の講師を行っています。 

・薬物乱用防止指導員数 399 名（平成 27 年４月１日現在） 

・平成 26 年度の薬物乱用防止教室への派遣回数 200 回 

  ウ 薬物乱用防止指導員等を対象とした研修会の実施 

県では、薬物乱用防止教室の講師となる薬物乱用防止指導員や学校薬剤師、教職員

等を対象に薬物乱用防止に関する研修を実施し、最新の情報を提供するとともに指導

力の向上に取り組んでいます。（表２） 

区分
公私

708 / 708 362 / 362 163 / 163 40 / 40 1,273 / 1,273

99 / 103 57 / 57 4 / 4 0 / 2 160 / 166

3 / 5 16 / 29 31 / 48 0 / 1 50 / 83

1 / 1 1 / 1 0 / 1 0 / 1 2 / 4

811 / 817 436 / 449 198 / 216 40 / 44 1,485 / 1,526

表１：平成26年度薬物乱用防止教室実施状況

合　計
99.3% 97.1% 91.7% 90.9% 97.3%

国立
100% 100% 0% 0% 50.0%

私立
60.0% 55.2% 64.6% 0% 60.2%

さいたま市立
96.1% 100% 100% 0% 96.4%

公立
(さいたま市を

除く) 100% 100% 100% 100% 100%

実施校　/　学校数
合　計

小学校 中学校 高等学校 特別支援
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第３章 埼玉県の薬物乱用対策の現状と課題 

 (2) 地域に密着した薬物乱用防止啓発活動 

  ア 薬物乱用防止指導員協議会の設置 

 県では、地域における薬物乱用防止活動を計画的かつ活発的に行うため、保健所毎

に薬物乱用防止指導員協議会を設置しています。薬物乱用防止指導員協議会では、薬

物乱用防止啓発キャンペーン等を計画・実施するほか、薬物乱用防止指導員の資質向

上の研修会や薬物乱用防止教室への講師の派遣等を行っています。 

  イ 街頭キャンペーン等の実施 

 青少年をはじめ広く県民に薬物乱用防止を呼び掛けるため、県が関係機関・関係団

体と連携して街頭やスポーツイベント会場等で啓発キャンペーンを実施しています。 

  平成 26 年度は 25 会場において 89,418 人に啓発資材を配布しました。（表３） 

日時 キャンペーン会場 キャンペーン名

平成26年６月21日（土） 北朝霞駅周辺
平成26年６月28日（土） 西武ドーム　入場門前
平成26年６月29日（日） 草加朝顔市会場（草加松原遊歩道）

平成26年７月４日（金） 大宮駅周辺
「社会を明るくする運動」・「青少年の非
行・被害防止全国強調月間」合同キャ
ンペーン

平成26年７月８日（火） 秩父市内（あめ薬師縁日）
平成26年７月10日（木） 春日部市民文化会館
平成26年７月10日（木） 東松山市内
平成26年７月11日（金） 坂戸市内各駅（坂戸駅、北坂戸駅、若葉駅）
平成26年７月12日（土） 久喜駅前
平成26年７月18日（金） 南越谷駅周辺、越谷駅周辺
平成26年７月19日（土） 行田市教育文化センターみらいホール
平成26年７月19日（土） 本庄祇園まつり会場
平成26年７月１日（火） 春日部駅周辺
平成26年７月１日（火） 加須駅周辺
平成26年７月２日（水） 羽生駅周辺
平成26年７月21日（月） 熊谷市うちわ祭会場
平成26年７月22日（火） 大宮駅西口デッキ　丸井大宮店入口周辺 危険ドラッグ撲滅キャンペーン
平成26年７月26日（土） 小川町七夕まつり会場
平成26年７月26日（土） 深谷まつり会場
平成26年７月27日（日） 行田市内（浮き城まつり会場）
平成26年８月２日（土） 嵐山町夏祭り会場
平成26年８月10日（日） 蕨駅西口前（わらび機まつり会場）

平成26年10月５日（日） 埼玉スタジアム２００２
薬物乱用は「ダメ。ゼッタイ。」Ｊリーグ
キャンペーン

平成26年11月4日（火） 大宮駅周辺
いじめ撲滅・青少年健全育成合同キャ
ンペーン

平成27年３月８日（日） 所沢市民体育館
埼玉ブロンコス薬物乱用防止キャン
ペーン

薬物乱用は「ダメ。ゼッタイ。」6.26ヤン
グ街頭キャンペーン

薬物乱用は「ダメ。ゼッタイ。」6.26ヤン
グ街頭キャンペーン

表３：薬物乱用防止の街頭・スポーツイベントでのキャンペーン

薬物乱用は「ダメ。ゼッタイ。」6.26ヤン
グ街頭キャンペーン

研修会名 参加者 対象者

薬物乱用防止指導員研修会 846名 薬物乱用防止指導員等（13地区15回）
新任薬物乱用防止指導員研修会 　55名 新任薬物乱用防止指導員等
学校薬剤師研修会 235名 学校薬剤師

薬物乱用防止教室研修会 786名
教職員、学校薬剤師、薬物乱用防止指導員、
保健所職員、警察関係者

薬物乱用防止教育研修会　　 458名 教職員

表２：平成26年度薬物乱用防止に関する研修会
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第３章 埼玉県の薬物乱用対策の現状と課題           

 

  ウ 地元商店街、自治会及び市町村と連携した薬物乱用防止啓発事業 

    商店街、自治会及び市町村等と連携し、危険ドラッグ販売店舗があった地域などに

重点を置いて、県や薬物乱用防止指導員協議会等が啓発活動を実施しています。 

    平成 26 年度は麻薬・覚醒剤乱用防止運動（10/1～11/30）において 43 会場におい

て 51,555 人に対し啓発資材を配布しました。（表４） 

日時 啓発会場 イベント等名称

平成26年10月11日（土） 深谷市内 深谷小前田屋台まつり
平成26年10月12日（日） 秩父市吉田 龍勢祭
平成26年10月18日（土） 飯能市内 はんのう健康まつり
平成26年10月18日（土） 行田市産業文化会館 行田市ふれあい福祉健康まつり
平成26年10月19日（日） 加須市民運動公園 加須地域市民まつり
平成26年10月19日（日） 久喜市内 久喜市民祭り
平成26年10月19日（日） 深谷グリーンパーク 花の音楽祭
平成26年10月25日（土） 入間市彩の森入間公園 入間万燈まつり
平成26年10月26日（日） 富士見市健康増進センター 富士見市健康まつり
平成26年10月26日（日） 越谷市役所 越谷市民まつり
平成26年10月26日（日） 羽生市民プラザ 羽生市民福祉健康まつり
平成26年10月26日（日） 蓮田市内 蓮田市民祭り
平成26年10月26日（日） 寄居町保健福祉総合センター・ユウネス 寄居町健康まつり
平成26年10月26日（日） 美里町保健センター 美里町健康まつり
平成26年10月27日（月） 坂戸市浅羽野公民館 坂戸市浅羽野公民館文化祭
平成26年10月27日（月） 坂戸市中央公民館 坂戸市中央公民館文化祭
平成26年10月28日（火） 埼玉会館 薬事衛生大会
平成26年11月１日（土） ウイングハット春日部 ウイングハット春日部ふれあい広場
平成26年11月２日（日） 川越市総合保健センター 川越市健康まつり
平成26年11月２日（日） ときがわ町内 ときがわ祭り
平成26年11月２日（日） 東秩父村コミュニティセンター「やまなみ」 ふるさと商工祭
平成26年11月２日（日）ほか さいたま市内 さいたま区民まつり
平成26年11月３日（月） 福岡中央公園 ふじみ野市産業祭
平成26年11月３日（月） 松伏町中央公民館 松伏町民文化祭
平成26年11月３日（月） におどり公園 三郷市民まつり
平成26年11月３日（月） 中山道歩行者天国（桶川市） 薬物乱用防止・薬と健康キャンペーン
平成26年11月３日（月） 国立女性教育会館 嵐山祭り
平成26年11月３日（月） 越生町保健センター 越生町健康まつり
平成26年11月３日（月） 鳩山町保健センター はとやま祭
平成26年11月３日（月） 小鹿野町内 両神ふるさとまつり
平成26年11月６日（木） ＪＲ大宮駅 いじめ撲滅・青少年健全育成合同キャンペーン

平成26年11月８日（土）・９日（日） 日高市ひだかアリーナ 日高市民まつり
平成26年11月９日（日） 戸田市福祉保健センター 戸田市健康福祉まつり
平成26年11月９日（日） 和光市保健センター 和光市健康フェア
平成26年11月９日（日） クレアこうのす 鴻巣市健康まつり
平成26年11月９日（日） 川里中央公園 かわさとフェスティバル
平成26年11月９日（日） 幸手市内 幸手市民祭り
平成26年11月15日（土）・16日(日） 小鹿野町内 歌舞伎郷土芸能祭
平成26年11月16日（日） 八潮市保健センター 八潮市健康スポーツ祭り
平成26年11月22日（土） 坂戸市勝呂公民館 少年の主張大会
平成26年11月23日（日） 川島町平成の森公園 川島町農業商工祭
平成26年11月23日（日） 深谷緑の王国 緑の王国秋まつり
平成26年11月28日（金） 秩父市内 青少年健全育成街頭キャンペーン

表４：麻薬・覚醒剤乱用防止運動期間における啓発活動

 
 

 (3) 各種広報媒体を活用した薬物乱用防止啓発情報の発信 

 県及び県警察は、テレビ・ラジオ・広報紙・ホームページ等の広報媒体を活用し、県

民に薬物乱用を未然に防止するための最新の情報を発信しています。 
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 (4) 不動産業界団体との協定 

  県及び県警察は、公益社団法人埼玉県宅地建物取引業協会（会員数：5,296）及び公

益社団法人全日本不動産協会埼玉県本部（会員数：1,392）と各々、「危険ドラッグの

販売等の防止に関する協定」（以下、「協定」という。）を締結しました。（会員数は

平成 27 年８月末現在） 

  このことにより各不動産事業者を通じ薬物乱用防止啓発活動の推進を図ります。 

○締結日：平成 26 年 11 月 18 日（火） 公益社団法人埼玉県宅地建物取引業協会

平成 27 年 ３月 18 日（水） 公益社団法人全日本不動産協会埼玉県本部 

 (5) 運転免許分野における危険ドラッグ乱用防止啓発 

平成 26 年度は危険ドラッグを使用したことが原因とみられる交通事故が全国で相次

いだことから、危険ドラッグの乱用防止啓発リーフレットを作成し、警察署や県運転免

許センター等で配布するとともに、関係機関や県内 51 の自動車教習所においてポスタ

ーを掲示し啓発を行っています。 

 (6) 埼玉県薬物の濫用の防止に関する条例の制定 

 薬物の濫用による危害から県民の健康及び安全を確保し、県民が安心して暮らすこと

ができる社会の実現に寄与することを目的として、平成 27 年３月 17 日に「埼玉県薬物

の濫用の防止に関する条例」（以下、「条例」という。）を制定しました。（施行日：

平成 27 年４月１日（一部施行）、平成 27 年５月１日（完全施行）） 

 条例第８条に基づき、県は薬物に関する情報を収集・整理するとともに、薬物の乱用

による危害から県民の健康及び安全を確保するための情報提供を行います。また、条例

第９条に基づき、県民が薬物の危険性に関する正しい知識に基づき行動する事ができる

よう、教育及び学習を推進します。 
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第３章 埼玉県の薬物乱用対策の現状と課題 

２ 課題と目標 

  県内における薬物乱用及び予防啓発に係る取組の現状を踏まえ課題を整理し、課題を解

決するための施策及び基本目標を定めました。 

課題１ 

○ 県内における薬物事犯の検挙者は減少していない。薬物乱用をさせない資質や能力の

育成を少年期から図る必要があるため、すべての学校で児童生徒を対象に薬物乱用防止

教室を開催する必要がある。 

○ 県内において若年層の薬物事犯の検挙者がいることから、若年層に対し、危険ドラッ

グを含めた違法薬物の危険性や有害性について効果的に啓発する必要がある。 

○ 薬物事犯の検挙者の多くは成人であるため、広く県民に危険ドラッグ等の多様化する

乱用薬物の恐ろしさを啓発する必要がある。 

基本目標Ⅰ 予防啓発の充実強化による薬物乱用の未然防止の推進 

（施策） 

①学校における薬物乱用防止教育及び啓発の充実強化

②青少年、家庭及び地域社会に対する薬物乱用の防止啓発の充実強化

③危険ドラッグ等、多様化する乱用薬物に関する啓発等の推進

  （主な取組） 

  ・薬物乱用防止教室の実施 

  ・講師・職員等の指導育成 

  ・各種キャンペーンの実施 

  ・様々な媒体を利用した情報発信 

  ・危険ドラッグ撲滅運動の実施 

  ・自動車等運転免許分野における危険ドラッグ乱用防止啓発 

  ・不動産関係団体の協力による危険ドラッグ乱用防止啓発 
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Ⅱ 回復支援 

１ 取組の現状 

 (1) 薬物依存症の治療 

 薬物事犯の再犯率が６割と高い（第２章参照）理由として、薬物依存症からの回復が

難しいことが一因と言われています。薬物乱用対策を推進するうえで薬物依存症者によ

る薬物の再乱用を防止することが重要ですが、薬物依存症は専門的な医療機関での治療

が必要とされます。 

 県内には薬物依存症からの回復に効果的とされる認知行動療法プログラムによる薬

物依存症治療を行う専門医療機関として、唯一、県立精神医療センターがあります。県

立精神医療センターでは、県立精神保健福祉センターや保健所等の関係機関、薬物依存

症の回復と社会復帰支援に取り組む NPO 法人と連携しながら、薬物依存症の治療を行っ

ています。 

 県立精神医療センターにおける薬物依存症の患者数は増加傾向にあり、平成 26 年度

においては平成 22 年度に比べ、新規の外来患者数は約 118％、入院患者数は約 48％増

加しています。（図 10） 

 さらに、再犯防止と改善更生を図る一環として平成 28 年 6 月までに覚せい剤等の薬

物使用に係る刑の一部執行猶予制度が施行されることにより、刑期を残して社会に出る

覚せい剤等事犯者が認知行動療法プログラムによる薬物依存症の治療の対象となるこ

とが考えられます。 

 このような状況から、医療機関での治療を必要とする薬物依存症者の増加が見込まれ

るため、薬物依存症者に対する認知行動療法プログラムによる治療が可能な医療機関の

増加による薬物依存症の治療体制の充実が求められています。 
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 (2) 薬物依存症者の社会復帰支援 

 薬物依存症者の回復のためには、薬物依存症の治療だけでなく健全な社会に復帰する

ための支援を行う必要があります。 

 県内には、薬物依存症の回復と社会復帰に取り組む団体（NPO 法人）が１団体ありま

す。県は、この NPO 法人と連携して薬物依存症者の回復を支援するとともに、薬物依存

症者の家族の交流会等を通じ薬物依存症者及びその家族等の支援を行っています。 

 薬物問題に対する相談は増加傾向にあるため、支援を希望する薬物依存症者等の増加

を踏まえた支援体制の拡充が求められています。（図 11） 

 (3) 薬物問題に対する相談体制 

薬物を乱用してしまった場合には、早期発見・早期対応が重要となり、薬物乱用者（薬

物依存症者を含む）の状態及び状況に応じた対応が必要です。 

薬物に関する薬物乱用者及びその家族等からの相談については、県立精神保健福祉セ

ンター、県薬務課、県保健所、市保健所及びさいたま市こころの健康センター等で応じ

ています。これらの機関では、相談者が抱えている問題への対処方法や薬物依存症の治

療に結びつけるための助言を行っています。 

 これらの機関に寄せられる薬物に関する相談件数は近年増加傾向にありますが、特に

平成 26 年度には急増しました。（図 11） 

相談件数が増加するなか相談内容も多様化しており、相談対応者の資質向上等を含め

た相談体制の充実強化が求められています。 

 (4) 埼玉県薬物の濫用の防止に関する条例の制定 

 条例第 10 条に基づき、県は、薬物の依存症からの患者の回復に資するため、医療機

関その他の関係機関及び薬物の濫用の防止を目的とする団体と連携を図るとともに、

相談体制及び専門的な治療等に関する体制の整備等を推進します。 
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２ 課題と目標 

  県内における薬物依存症からの回復支援に係る取組の現状を踏まえて課題を整理し、課

題を解決するための施策及び基本目標を定めました。 

 

 

 

課題２ 

○ 薬物事犯者の再犯率は約６割と、薬物依存症からの回復は相当な困難を伴うため、薬

物依存症者の回復支援に取組む必要がある。 

○ 薬物依存症者の誘いによる新たな薬物乱用者の発生を防止するために、薬物依存症者

に対する治療が重要である。 

○ 医療機関での治療を必要とする薬物依存症者の増加が見込まれているが、県内に認知

行動療法プログラムによる薬物依存症治療を行う医療機関は１機関しかない。そのため、

薬物依存症者に対する認知行動療法プログラムによる治療が可能な医療機関を増やし、

薬物依存症の治療体制を充実させる必要がある。 

○ 薬物依存症からの回復のためには社会復帰に向けた支援が重要であり、支援を希望す

る薬物依存症者等の増加を踏まえ、支援体制を充実強化する必要がある。 

○ 県内では社会復帰支援に取り組む薬物回復支援団体（NPO 法人）が１団体しかなく十分

な受入体制が整っていないため、薬物回復支援団体（NPO 法人）の体制充実を支援し、薬

物依存症者を受け入れる施設を増やす必要がある。 

○ 薬物問題に関する相談の増加及び相談内容の多様化に対応するため、相談体制を充実

強化する必要がある。 

基本目標Ⅱ 薬物依存症からの回復の支援及び薬物乱用者の家族等への支援の充実強   

      化による再乱用防止の推進 

 

（施策） 

   ①医療機関における薬物依存治療体制の促進等 

   ②社会復帰支援に向けた回復支援の充実強化 

   ③関係機関による相談体制の充実強化 

 

  （主な取組） 

  ・薬物依存症者に対する医療の促進 

  ・関係団体と連携した回復支援 

  ・青少年非行立ち直り支援の推進 

  ・薬物相談窓口の設置及び充実 

  ・薬物依存症者の家族教室の開催 
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第３章 埼玉県の薬物乱用対策の現状と課題           

 

Ⅲ 取締指導 

１ 取組の現状 

 (1) 麻薬、覚醒剤等の薬物事犯への対応 

県警察では薬物の供給源となる密売組織を壊滅し、また、密売組織の維持、拡大を支え

る末端乱用者に対する取締りを徹底し、薬物需要の根絶に取り組んでいます。平成 26

年には 544 人を検挙し、覚醒剤を約 16kg、大麻を約 29kg 押収するとともに犯罪組織を

壊滅させています。（図１、図 12） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 麻薬、向精神薬及び覚醒剤原料取扱施設への監視指導 

 医療用の麻薬、向精神薬及び覚醒剤原料を取扱う医療機関及び使用量は増加傾向にあ

ります。県ではこれら医療用の麻薬等が不正に流通し悪用されないよう、医療機関等の

麻薬、向精神薬及び覚醒剤原料取扱施設の監視指導を行っています。平成 26 年度は

3,897 施設の監視指導を行い、麻薬等の適正な管理及び使用を指導しました。（図 13） 
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第３章 埼玉県の薬物乱用対策の現状と課題 

 (3) 危険ドラッグ販売店舗に対する立入検査等の実施 

 危険ドラッグによる健康被害や交通事故等の二次被害が深刻な社会問題となってい

ます。平成 26 年度には県と県警察等が連携して延べ 85 店舗の危険ドラッグ販売店に対

し、立入検査及び販売中止の警告等を行いました。 

  また、立入検査にあわせて危険ドラッグの買上検査を 35 検体（任意提出を含む）行い

ました。 

  麻薬や指定薬物を含む危険ドラッグを販売していた店舗に対して繰り返し取締指導を

実施し、平成 26 年度当初 15 店舗あった危険ドラッグ販売店舗は全て廃業しました。（図

14） 

 

 

 (4) インターネットにおける危険ドラッグ販売サイト等への対応 

  危険ドラッグの販売は店舗以外にインターネット上で行われていることから、インタ

ーネット上の危険ドラッグ販売店舗に販売の中止及び広告の削除について警告メッセ

ージを送付するとともに、国を通じて及びプロバイダに対して直接、違法広告の削除要

請を行っています。 

  平成 26 年度中に確認された、埼玉県内に所在すると疑われる危険ドラッグ販売サイト

49 サイト（平成 26 年８月 13 日）については、警告及び削除要請の結果、同年度末には

４サイトまで減少させることができました。 

(5) 地下化する販売形態への対応 

  危険ドラッグの販売店舗の撲滅により販売形態がより摘発されにくい形態（地下化）

になる傾向が見受けられます。そこで、通信販売サイトの取締指導を徹底するとともに、

危険ドラッグの配達（デリバリー）販売への対策に取り組んでいます。 
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※ 横軸は 2 か月ごと（12 月 22 日を除く。）の推移であり、各月 1 日の店舗数を示す。 

図 14：危険ドラッグ販売店舗の推移 
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第３章 埼玉県の薬物乱用対策の現状と課題 

 (6) 新たな危険ドラッグへの対応 

 危険ドラッグの成分となる薬物は次々に新しいものが現れるため、新しい成分の発見

に努め、国及び他の地方公共団体と連携して危険性に関する調査研究を行っています。 

 (7) 不動産業界団体との協定 

協定に基づき公益社団法人埼玉県宅地建物取引業協会及び公益社団法人全日本不動

産協会埼玉県本部において提供している建物賃貸借契約書例の特約事項欄、重要事項説

明書の記入例として、危険ドラッグの販売等を禁止する事項及び当該禁止事項に違反し

た場合の契約を解除する事項を作成し、会員へ周知することにより、危険ドラッグの販

売店舗の出店の未然防止を図っています。 

 (8) 埼玉県薬物の濫用の防止に関する条例の制定 

条例第 11 条に基づき、県は、次々と現れる危険ドラッグの成分となる薬物を知事指

定薬物に指定することにより、法律より早く薬物の製造や販売等を規制します。また、

条例第 14 条に基づき、県職員、県警察職員が知事指定薬物を取り扱っている疑いのあ

る場所を立入調査することにより、危険ドラッグの撲滅を図ります。 
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第３章 埼玉県の薬物乱用対策の現状と課題 

２ 課題と目標 

  県内における違法薬物や危険ドラッグなど多様化する薬物の流通状況及び取締指導の

現状を踏まえ課題を整理し、課題を解決するための施策及び基本目標を定めました。 

課題３ 

○ 大麻、麻薬、覚醒剤等の県内での流通や乱用を防止する必要がある。

○ 麻薬取扱施設は増加傾向にあり、これらの監視指導を徹底することにより不正流通麻

薬等の発生を引き続き防止する必要がある。 

○ 今後、危険ドラッグの流通はインターネットやデリバリーなど、いわゆる「地下化」

が懸念されており対策を講ずる必要がある。 

○ 次々と現れる危険ドラッグの成分となる薬物に対する規制を強化し取締りを推進する

必要がある。 

基本目標Ⅲ 取締指導の充実強化による乱用薬物の流通阻止の徹底 

（施策） 

①大麻、麻薬、覚醒剤等の規制薬物の取締りの充実強化

②正規流通麻薬等の適正な管理の徹底

③危険ドラッグ等、多様化する乱用薬物の流通に応じた取締りの推進

  （主な取組） 

  ・薬物密輸・密売組織の徹底検挙 

  ・不正大麻けし撲滅運動の実施 

  ・医療機関等麻薬取扱施設の監視指導 

  ・麻薬の適正利用の指導 

  ・危険ドラッグ販売店舗等の監視指導及び買上検査 

  ・インターネット・デリバリー販売の取締り  
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第４章 

埼玉県の薬物乱用対策の方向 
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第４章 埼玉県の薬物乱用対策の方向                   

１ 総合目標及び体系 

  条例の目的である「県民が安心して暮らすことができる社会」を実現するため、計画の

総合目標は「県民が安心して暮らすことができる薬物乱用のない社会」としました。 

  また、前章において示した課題を踏まえた薬物乱用対策の３つの基本目標と、それを達

成するための９つの施策を体系化すると次のとおりです。 

 

 

 

総合目標：県民が安心して暮らすことができる薬物乱用のない社会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

埼玉県薬物乱用対策推進計画体系 
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第４章 埼玉県の薬物乱用対策の方向                   

２ 数値目標 

  総合目標を達成するための指標として、３つの基本目標に対して数値目標を定め、薬物

乱用対策のための施策を推進します。 

 

【基本目標Ⅰ】予防啓発の充実強化による薬物乱用の未然防止の推進 

違法薬物の危険性の認知度 

 

   【現状値】   63.3％  ⇒  【目標値】  80％以上 

       （平成 27 年７月）       （平成 29 年度末） 

 

※ 県が実施した街頭アンケートにおいて、違法薬物について「知っていた」と答えた人の割合。 

  

 

 

【基本目標Ⅱ】薬物依存症からの回復の支援及び薬物乱用者の家族等への支援の 

       充実強化による再乱用防止の徹底 

認知行動療法プログラムによる薬物依存症治療を行う医療機関の増加 

 

   【現状値】  １施設    ⇒  【目標値】  ５施設 

       （平成 26 年度末）         （平成 29 年度末） 

 

 

 

 

【基本目標Ⅲ】取締指導の充実強化による乱用薬物の流通阻止の徹底 

危険ドラッグの流通阻止（①危険ドラッグの販売店舗、②インターネット販売サイト） 

 

        ① ０店舗            ① ０店舗 （維持） 

   【現状値】         ⇒  【目標値】   

        ② ４サイト           ② ０サイト（達成及び維持） 

       （平成 26 年度末）         （平成 29 年度末） 
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第５章 

施策ごとの主な取組 
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第５章 施策ごとの主な取組 

基本目標Ⅰ：予防啓発の充実強化による薬物乱用の未然防止の推進 

施策１：学校における薬物乱用防止教育及び啓発の充実強化 

県の主な取組  

① 充実した薬物乱用防止教室の実施

・ 県内（さいたま市を除く）全ての公立小・中・高等・特別支援学校では、引き続き

薬物乱用防止教室を実施し薬物乱用防止の啓発を徹底します。また、保護者・地域住

民の参加を促進します。【保健体育課】 

・ さいたま市内の小・中・高等学校については、薬物乱用防止教室の開催率の向上を

働きかけ、薬物乱用防止の啓発を促進します。【薬務課】 

・ 県内全ての私立の小・中・高等学校については、薬物乱用防止教室の開催率の向上

を働きかけ、薬物乱用防止の啓発を促進します。【学事課、薬務課】 

・ 県職員、薬物乱用防止指導員、非行防止指導班「あおぞら」及び警察署職員等を講

師として派遣します。【薬務課、保健所、少年課、薬物銃器対策課】 

・ 薬物乱用防止教室の講師となる者を対象とした研修会を実施し、講師の知識の向上

や指導力を育成します。【薬務課、保健所】 

・ 教職員や学校薬剤師等を対象とした薬物乱用防止教育のための研修会を実施し、指

導力を向上させます。【保健体育課】 

② 効果的な啓発資材の作成・配布等

・ 児童・生徒の年齢層に応じた薬物乱用防止啓発資材を作成し、薬物乱用防止教室等

で配布します。【少年課】 

・ 文部科学省、厚生労働省及び日本学校保健会等が作成した啓発資材を配布し、薬物

乱用防止教育に活用します。【学事課、保健体育課】 

・ 薬物乱用防止教育に使用する教材を最新の情報に更新し啓発に役立てます。 

【保健体育課】 

【施策の内容】 

 薬物の乱用を未然に防止するためには、青少年のうちから薬物乱用の有害性・危険

性について正しい知識を持たせ、薬物乱用を拒絶する規範意識を向上させることが重

要です。 

 そこで県、県警察及び教育委員会が連携・協力して、学校教育における薬物乱用防

止教育を推進するとともに内容の充実を図ります。 

 また、最新の情報を盛り込んだ年齢層に応じた啓発資材を作成・配布等することに

より、より効果的な薬物乱用防止啓発を図ります。
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第５章 施策ごとの主な取組                       

 
 

③ 創作活動を通じた薬物乱用防止意識の向上 

 ・ 創作活動を通じて児童・生徒に薬物乱用防止の意識を根付かせるため、県内全ての

小・中・高等学校の児童・生徒を対象に薬物乱用防止啓発ポスターのコンクールを実

施します。【薬務課】 

 ・ 応募があった薬物乱用防止啓発ポスターを啓発資材のデザインとして活用すること

により、同世代の青少年に対する啓発効果の向上を図ります。【薬務課】 

 

 

 

関係機関・関係団体の取組 

 

① 薬物乱用防止教室等の講師活動 

 ・ 県保健所と連携し薬物乱用防止指導員を小・中・高等学校等における薬物乱用防止

教室等の講師として派遣します。また、指導員の資質向上を図るため研修会を実施し

ます。【埼玉県薬物乱用防止指導員連合協議会】 

 

② 税関教室の実施 

 ・ 税関の役割や業務、薬物乱用防止について講話する「税関教室」を小・中学校等に

おいて実施します。【財務省東京税関】 

 

③ 薬物乱用防止啓発ポスターのコンクールの実施 

 ・ 薬物乱用防止啓発ポスターのコンクールを埼玉県と共催で実施します。児童・生徒

に対する薬物乱用防止の啓発に資するとともに、優秀作品を薬物乱用防止の啓発資

材に活用します。【(一社）埼玉県薬剤師会】 
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第５章 施策ごとの主な取組 

施策２：青少年、家庭及び地域社会に対する薬物乱用防止の啓発の充実強化 

県の主な取組 

① 街頭キャンペーン等による地域社会への薬物乱用防止の啓発

・ 関係機関、関係団体及び事業者等と連携して、街頭キャンペーン等を実施し、地域

に密着した薬物乱用防止啓発活動を行います。 

－ 「ダメ・ゼッタイ。」普及運動街頭キャンペーン及び募金活動 

－ 社会を明るくする運動及び青少年の非行・被害防止全国強調月間合同キャンペ

ーン 

－ 麻薬・覚醒剤乱用防止運動 

－ いじめ撲滅・青少年健全育成合同キャンペーン  ほか 

【薬務課、青少年課、少年課、薬物銃器対策課】 

・ 保健所毎に薬物乱用防止指導員協議会を設置して、街頭キャンペーンや地域での啓

発活動を行います。【薬務課、保健所】 

・ インターネットの危険性と保護者の役割について啓発するネットアドバイザーや県

職員を、青少年の保護者や地域住民の集会等に派遣して、インターネットの適正な利

用を推進するとともに、乱用薬物の購入をさせない働きかけを行います。【青少年課】 

② 各種広報媒体を活用した薬物乱用防止啓発情報の発信

・ テレビ・ラジオ・広報紙・ホームページ等の広報媒体を活用し、県民に薬物乱用を

未然に防止するための最新の情報を発信します。【薬務課、少年課、薬物銃器対策課】 

③ 青少年、家庭及び地域社会に向けた薬物乱用防止啓発資材の作成・配布等

・ 薬物乱用防止や非行防止に関するリーフレット等を作成して、街頭キャンペーンや

地域のイベント等で配布します。【青少年課、薬務課】 

【施策の内容】 

 薬物の乱用を未然に防止するためには、地域社会において青少年に薬物を乱用させ

ない環境整備が必要であり、その推進には家庭や地域における薬物根絶意識の醸成を

図ることが重要です。また、学校に通っていない青少年に対して薬物乱用の有害性・

危険性について正しい知識を持たせ、薬物乱用を拒絶する規範意識を向上させる必要

があります。 

 そこで県及び県警察が連携・協力して、幅広く青少年、家庭及び地域社会に対し薬

物乱用防止の啓発を行うとともに、啓発内容の充実を図ります。 

また、最新の情報を盛り込みつつ年齢層に応じた啓発資材を作成・提供することで、

より効果的な薬物乱用防止啓発を図ります。
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第５章 施策ごとの主な取組                       

 
 

 ・ 薬物乱用防止に関するポスターを作成し、保健所、市町村及び警察署等の行政機関

のほか、関係団体の協力のもと自動車教習所や不動産事業者等の民間の施設に配布・

掲示し啓発を行います。【薬務課】 

 ・ 薬物乱用防止啓発用のＤＶＤやビデオのほか薬物標本の貸出を行います。【薬務課、

保健所】 

 

関係機関・関係団体の取組 

 

① 薬物乱用防止キャンペーンの実施 

 ・ 薬物乱用防止駅頭キャンペーン 

   薬物乱用防止の推進について一般県民、特に青少年を対象に啓発するため、夏休み

に入る時期に駅頭において、薬の正しい知識と使用方法を説明するとともに規制薬

物・危険ドラッグ等の薬物乱用の恐ろしさ等を啓発します。また、会員の薬局におい

て薬物乱用防止啓発のポスターを掲示し、パンフレットを配布するなど啓発を行いま

す。【（一社）埼玉県薬剤師会】 

 ・ 「ダメ。ゼッタイ。」普及運動、麻薬覚醒剤乱用防止運動 

   各保健所管内薬物乱用防止指導員協議会が「ダメ。ゼッタイ。」普及運動や麻薬覚

醒剤乱用防止運動として、街頭キャンペーン等を行うことにより、薬物乱用防止の啓

発を推進します。【埼玉県薬物乱用防止指導員連合協議会】 

 ・ 関係団体の実施する薬物乱用防止キャンペーンへの協力 

   （一社）埼玉県医薬品配置協会と共催で薬物乱用防止キャンペーンを実施し、また、

埼玉県医薬品登録販売者協会の実施する薬物乱用防止キャンペーンに協力し、地域社

会や青少年に向けた薬物乱用防止の啓発を推進します。【（公財）埼玉県暴力追放・

薬物乱用防止センター】 

 ・ 薬物及び銃器取締強化期間等における広報活動の実施 

   規制薬物等の密輸の撲滅を図るため、薬物及び銃器取締強化期間（５月及び 10 月）

や年末において、駅や空港等の公共交通機関や街頭などで広報活動を実施し、薬物乱

用防止の啓発を推進します。【財務省東京税関】 

 

② 地区保護司会による地域における薬物乱用防止教育等の実施  

 ・ 地区保護司会による更生保護活動の一環として、学校や集会等において薬物乱用防

止教育を行います。【さいたま保護観察所】 

 

③ 暴力追放・薬物乱用防止埼玉県民大会の開催 

 ・ 県警察との共催により暴力追放・薬物乱用防止埼玉県民大会を開催し、暴力追放功

労者及び団体、暴力追放・薬物乱用防止功労者及び団体の表彰を行い、薬物乱用防止

活動の向上を図ります。また、大会の会場付近において薬物乱用防止の街頭啓発活動

を行います。【（公財）埼玉県暴力追放・薬物乱用防止センター】 
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第５章 施策ごとの主な取組 

④ 薬物乱用防止に関する研修会での講演

・ 関係団体の薬物乱用防止に関する研修会で、地域社会における薬物乱用防止の講演

を行い、参加者の規範意識の向上を図ります。 

 【（公財）埼玉県暴力追放・薬物乱用防止センター】 

⑤ 薬物乱用防止啓発ポスター・小冊子等の作成・配布等

・ 薬物乱用防止を啓発するポスター・小冊子等を作成し、関係機関及び関係団体を通

じ配布します。また、薬物乱用防止啓発 DVD 等の貸出を行います。 

 【（公財）埼玉県暴力追放・薬物乱用防止センター】 
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第５章 施策ごとの主な取組 

施策３：危険ドラッグ等、多様化する乱用薬物に関する啓発等の推進 

県の主な取組 

① 地域に密着した危険ドラッグ等の危険性の啓発

・ 市町村と連携し地域に密着した防犯ボランティアの協力を得て、危険ドラッグ等の

薬物乱用防止を啓発します。【薬務課】 

・ 危険ドラッグ撲滅特別強化期間を定め、市町村等の協力により地域の特性に応じた

街頭キャンペーンを実施します。【薬務課】 

・ 条例及び協定に基づき不動産事業者の協力を得て、不動産事業者の店舗等において

危険ドラッグ等の薬物乱用防止を啓発します。【薬務課】 

② 運転免許所有者等を対象とした危険ドラッグ等の薬物乱用防止啓発

・ 県運転免許センター及び各警察署のほか自動車教習所の協力のもと、危険ドラッグ

等の薬物乱用防止のポスターを掲示するとともに、運転免許所有者や受験相談などの

来庁者に対し啓発リーフレット等を配布し、薬物等の影響による交通事故の根絶を図

ります。【薬務課、運転免許課、運転免許試験課】 

・ 交通関係団体と連携し、警察本部や各警察署で実施する広報活動や交通安全教育等

で、危険ドラッグ等の薬物乱用防止のリーフレット等を配布し啓発します。 

 【交通企画課】 

・ 春夏秋冬の交通安全運動をはじめとする各種イベントにおいて、危険ドラッグ等の

薬物乱用防止ポスターを掲示するとともにリーフレットを配布し啓発します。 

 【防犯・交通安全課】 

【施策の内容】 

 合法ハーブ等と称して販売される危険ドラッグを使用した者による健康被害や交

通事故等による二次的被害が多発しています。 

 そこで、危険ドラッグによる被害を未然に防止するため、地域社会に密着しかつ危

険ドラッグに焦点をあてた啓発活動を実施します。 

 また、危険ドラッグを原因とする交通事故を防止するため、運転免許所有者等を対

象に啓発活動を行います。
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第５章 施策ごとの主な取組 

関係機関・関係団体の取組 

① ニュース番組等による危険ドラッグ等の薬物乱用防止の啓発及び犯罪抑止

・ ニュース番組等で危険ドラッグ等に関する事件報道を行うことにより、違法性や危

険性を訴えるとともに、自治体や議会の動きに加え、各種キャンペーン実施などの報

道を通じて、予防啓発や犯罪抑止を図ります。【（株）テレビ埼玉】 

② 不動産関係団体による危険ドラッグ等薬物乱用防止啓発

・ 不動産関係団体の会員の店頭等において危険ドラッグ等の薬物乱用防止啓発に取り

組みます。 

【（公社）埼玉県宅地建物取引業協会、（公社）全日本不動産協会埼玉県本部】 
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第５章 施策ごとの主な取組 

基本目標Ⅱ：薬物依存症からの回復の支援及び薬物乱用者の家族等への支援の

充実強化による再乱用防止の徹底 

施策４：医療機関における薬物依存治療体制の促進等 

県の主な取組 

① 薬物依存症者及びその家族等への支援

・ 保健所や精神保健福祉センター等において、薬物依存症者及びその家族等からの相

談に応じる中で医療機関への受診を勧奨します。また、家族等に対して適切な対応を

学ぶための講座等を開催し薬物依存症者の治療に結びつけます。 

 【精神保健福祉センター、疾病対策課、薬務課、保健所】 

② 薬物依存症治療に係る医療体制の整備促進

・ 医療関係者向けに、薬物依存症者に対する認知行動療法プログラムの「手引き」を

作成し周知を図ります。また、薬物依存症治療における対応力を向上させるため、認

知行動療法プログラムによる治療方法についての研修とあわせて、薬物依存症の特徴

や対処方法等に関する知識や技術についての研修を行います。 

 【疾病対策課、精神医療センター】 

【施策の内容】 

 幻覚・妄想等の薬物中毒症状を呈した薬物依存症者に対しては適切な医療を提供す

る必要があり、薬物依存症自体について適切な対処を可能とする医療体制の整備が重

要です。 

 また、薬物依存症者を早急に治療に結びつけるためには、家族や周囲の協力が必要

です。 

 そこで、県と保健所設置市が連携して薬物依存症者及びその家族等を支援します。

また、県は、医療機関における薬物依存症治療体制の整備を促進します。
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第５章 施策ごとの主な取組                       

 
 

施策５：社会復帰支援に向けた回復支援の充実強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の主な取組 

 

① 薬物依存からの回復支援に取組む団体と連携した薬物依存症相談事業 

 ・ 相談機関から紹介された薬物依存症者やその家族等の相談に応じ、薬物依存からの

回復支援に取組む NPO 法人を支援します。また、NPO 法人では病院退院直後や刑務所

出所後等の薬物依存症者を対象に入寮型ホームを運営して就労等につなげる等、社会

復帰支援を実施します。【疾病対策課】 

 

② 薬物乱用など青少年の非行立ち直り支援の推進 

 ・ 青少年の非行立ち直り支援を行う関係機関、関係団体及び有識者等による意見交換

会の開催等により、情報を共有するとともに連携を強化します。【青少年課】 

 ・ 県ホームページの「青少年立ち直り支援サイト」により、立ち直り支援団体やその

活動状況等の情報提供を行います。また、青少年の非行克服支援に取り組む NPO 法人

による電話相談を支援します。【青少年課】 

 ・ 「青少年立ち直り体験交流会」を開催し、薬物乱用を含めた非行問題の専門家等に

よる講演のほか、家族等の体験報告や交流を通じ、非行に悩む本人の立ち直りや家族

等を支援します。【青少年課】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施策の内容】 

 薬物を乱用してしまった場合には、早期発見・早期対応が重要となり、薬物乱用者

の状態及び状況に応じた適切な対応が必要です。特に、薬物の再乱用の防止には、薬

物依存症の治療のみならず社会復帰の支援を行う必要があります。 

 そこで、NPO 法人と連携した相談事業を通じて、薬物依存症者の社会復帰を支援し

ます。 

 また、青少年の非行立ち直り支援の一環として、薬物乱用者とその家族等を支援す

ることにより、薬物の再乱用防止を推進します。 
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第５章 施策ごとの主な取組                       

 
 

関係機関・関係団体の取組 

 

① 覚醒剤事犯者（仮釈放者等）に対する更生支援 

 ・ 仮釈放者及び保護観察付執行猶予者のうち一定の基準を満たしている覚醒剤事犯者

を対象に「覚醒剤事犯者処遇プログラム」を実施することにより、覚醒剤事犯者の更

生を支援します。また、希望する者に対して断薬意思の継続のために簡易薬物検出検

査を実施します。【さいたま保護観察所】 

 

② 少年刑務所における薬物依存症者への特別改善指導 

 ・ 薬物に依存がある在所者を対象に再犯防止に向けた施策の一環として、薬物乱用防

止に関するグループミーティングや個別指導のほか法務省プログラムに基づく指導に

より、薬物依存からの離脱支援を実施します。【川越少年刑務所】 

 

③ 薬物事犯者（初犯者等）に対する更生支援 

 ・ 関東信越厚生局麻薬取締部における検挙者のうち、執行猶予判決が見込まれる初犯

者等に対して「再乱用防止対策プログラム」を実施します。 

  【関東信越厚生局麻薬取締部】 

 

④ 薬物事犯者の家族に対する家族会の開催 

 ・ 薬物事犯者の家族を対象に家族会を開催し、薬物事犯者への対応方法や再犯防止に

向けたアドバイス等について講義するとともに、ミーティングによる家族間の交流を

行うことにより薬物事犯者の家族を支援します。【さいたま保護観察所】 

 

⑤ 少年鑑別所在所者に対する薬物非行防止等に資する助言・指導 

 ・ 少年鑑別所在所者の健全育成に係る支援として、その自主性を尊重しつつ、一般的

教養や社会的常識のほか、薬物非行防止に係る知識の習得に向けて、各種資料や視聴

覚教材を活用し、必要な指導・助言を行います。【さいたま少年鑑別所】 

 

⑥ 少年鑑別所在所者に対する薬物乱用状況調査 

 ・ 少年鑑別所に入所した全少年を対象に薬物乱用状況を調査することにより、鑑別に

活用するとともに、少年院送致決定者について薬物依存状況や薬物指導の必要性等を

引き継ぎ、少年の更生に役立てます。【さいたま少年鑑別所】 
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第５章 施策ごとの主な取組                       

 
 

施策６：関係機関による相談体制の充実強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の主な取組 

 

① 薬物乱用者及びその家族等への相談助言 

 ・ 保健所や精神保健福祉センター等において薬物に関する相談に応じます。 

  【精神保健福祉センター、疾病対策課、薬務課、保健所】 

 ・ 「薬物依存症 家族のためのハンドブック」を作成し、家族及び関係者等に配布す

るとともに、個別相談及び家族教室を通じて依存問題への対応について助言を行いま

す。【精神保健福祉センター】 

 

② 相談体制等の充実強化 

 ・ 薬物依存からの回復の支援に取り組む関係者に向けた研修、技術協力及び情報提供

を行います。【精神保健福祉センター】 

 

③ 相談窓口の周知 

 ・ 薬物に悩む県民が早期にかつ確実に窓口にたどり着けるよう、広報紙、リーフレッ

ト及びホームページ等の各種広報媒体を用いて、相談窓口の周知を行います。 

  【精神保健福祉センター、薬務課、保健所】 

 

 

 

関係機関・関係団体の取組 

 

① 保護観察官及び保護司等への研修の実施 

 ・ 保護観察対象者の指導及び助言を適切に行うため、保護観察官及び保護司等を対象

に薬物乱用防止に関する講演会や研修会を開催します。【さいたま保護観察所】 

 

【施策の内容】 

 薬物乱用の問題への対応や薬物依存症からの回復のためには、薬物乱用者本人への

支援はもとより、家族等による薬物乱用者への適切な対応が重要です。 

 そこで、薬物乱用者やその家族等からの相談に応じ、薬物乱用からの脱却や薬物依

存症からの回復のための支援を行います。 

 また、薬物乱用者及びその家族等が、早期にかつ確実に相談窓口にたどり着けるよ

う働きかけを行います。  
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第５章 施策ごとの主な取組                       

 
 

基本目標Ⅲ：取締指導の充実強化による乱用薬物の流通阻止の徹底                 

施策７：大麻、麻薬、覚醒剤等の規制薬物の取締りの充実強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の主な取組 

 

① 薬物密輸・密売組織の壊滅、末端乱用者に対する取締りの徹底 

 ・ 薬物の密輸・密売事件等を取締り、違法薬物を押収することにより供給源の遮断に

取り組みます。また、末端乱用者を検挙することにより薬物需要の根絶に取り組みま

す。【薬物銃器対策課】 

 

② 不正大麻・けし撲滅運動の実施 

 ・ 不正大麻・けし撲滅運動を実施し、大麻・けしに関する正しい知識の啓発を行いま

す。また、不正大麻・けしの発見及び除去を行います。【薬務課、保健所】 

 

 

 

関係機関・関係団体の取組 

 

① 薬物及び銃器取締強化期間における取締りの実施 

 ・ 不正薬物及び銃器の密輸の阻止を図ることを目的として薬物及び銃器取締強化期間

を設け、重点的・集中的な取締りに取り組みます。【財務省東京税関】 

 

 

  

【施策の内容】 

 薬物乱用を防止するためには、薬物の供給源となる密売組織を壊滅し、薬物を入手

できない社会を目指すとともに、薬物密売組織の維持・拡大を支える末端乱用者に対

する取締りを徹底し、薬物需要の根絶を図る必要があります。 

 そこで、薬物事犯者の検挙を徹底し、薬物事犯の発生防止に取り組みます。また、

自生する又は不正に栽培している大麻やけしの除去を行います。 
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第５章 施策ごとの主な取組                       

 
 

施策８：正規流通麻薬等の適正な管理の徹底 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の主な取組 

 

① 医療機関等麻薬、向精神薬及び覚醒剤原料取扱施設の監視指導の徹底 

 ・ 医療機関等の麻薬、向精神薬及び覚醒剤原料取扱施設を監視指導することにより麻

薬等の適正な管理の徹底を指導します。【薬務課、保健所】 

 

② 医療用の麻薬、向精神薬及び覚醒剤原料の適正使用の推進 

 ・ 医療用の麻薬、向精神薬及び覚醒剤原料の適正使用について、保健所による麻薬取

扱者の免許手続き時等に指導を行うほか、麻薬卸売業者の関係団体を通じて働きかけ

を行います。【薬務課、保健所】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【施策の内容】 

 正規に流通している麻薬、向精神薬や覚醒剤原料は医療に欠かせません。 

 これらの薬物が不正に売買され、あるいは薬物乱用者の手に渡ることのないよう、医

療機関等の麻薬、向精神薬及び覚醒剤原料取扱施設を監視指導することにより、不正流

通、事故及び法令違反の未然防止に取り組みます。 
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第５章 施策ごとの主な取組                       

 
 

施策９：危険ドラッグ等、多様化する乱用薬物の流通に応じた取締りの推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の主な取組 

 

① 知事指定薬物の指定による危険ドラッグの規制強化 

 ・ 法規制の及んでいない精神毒性のある薬物を条例に基づき知事指定薬物に指定しま

す。このことにより知事指定薬物の製造、栽培、販売、授与、所持、使用及び使用す

る場所の提供・あっせんを規制します。また、知事指定薬物を取り扱う場所等に薬事

監視員と警察職員が立入調査を行います。【薬務課、薬物銃器対策課】 

 

② 危険ドラッグ販売店舗の排除 

 ・ 危険ドラッグ販売店舗を発見した場合は直ちにその排除に取り組みます。【薬務課、

薬物銃器対策課】 

 ・ 不動産関係団体の協力により、危険ドラッグ販売店舗の出店を未然に防止します。 

  【薬務課、薬物銃器対策課】 

 

③ 多様化する危険ドラッグの販売方法への対応 

 ・ 危険ドラッグのインターネット販売に対する監視指導を行い、その排除に取り組み

ます。【薬務課】 

 ・ 危険ドラッグのデリバリー販売の実態を把握するとともに、その排除に取り組みま

す。【薬務課、薬物銃器対策課】 

 

④ 危険ドラッグの検査及び調査研究 

 ・ 危険ドラッグの買上検査を行い、法又は条例で規制されている薬物が検出された場

合は販売業者等を検挙するとともに、検査結果を公表し県民の健康被害等の発生を防

止します。【薬務課、衛生研究所】 

 ・ 危険ドラッグから未規制の薬物を検出した場合は、国及び他の地方公共団体と連携

し調査研究を行い、新たな規制の対象にします。【薬務課、衛生研究所】 

 ・ 薬物に関する調査研究及び情報取集を行います。また、最新の薬物の標準品を確保

し危険ドラッグの検査を迅速に行います。【衛生研究所】 

【施策の内容】 

 危険ドラッグによる被害を未然に防止するため、法規制が及ばない薬物を条例で規

制するとともに、多様化する販売形態の調査及び取締りを強化し、危険ドラッグの根

絶に取り組みます。 

 また、危険ドラッグ等の薬物を原因とした危険運転の取締りを行うとともに、行政

処分を迅速かつ適正に実施し、薬物を原因とする交通事故の根絶に取り組みます。 
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第５章 施策ごとの主な取組                       

 
 

⑤ 薬物を原因とした危険運転の取締り、事件捜査及び行政処分の実施 

 ・ 危険ドラッグなど薬物に関係する交通取締りを行うとともに、交通事故発生時には

危険運転致死傷罪の積極的な適用を図ります。また、行政処分を迅速かつ適正に実施

することにより、危険運転者を交通上から排除します。【交通指導課、交通捜査課、

運転管理課】 

 

 

 

関係機関・関係団体の取組 

 

① 危険ドラッグ販売店舗等の取締り 

 ・ 関係機関との連携・情報共有を強化して、危険ドラッグ販売店舗等に対して立入検

査を行い実態を把握するとともに、法令に基づき検査命令・販売等停止命令等を実施

し、全国的に危険ドラッグの流通を遮断します。また、合同捜査により集中的な取締

りを実施します。【関東信越厚生局麻薬取締部】 

 

② 建物賃貸借契約における危険ドラッグ販売店等の排除 

 ・ 協定に基づき会員に提供している建物賃貸借契約書例の特約事項欄、重要事項説明

書の記載例として、危険ドラッグの販売等を禁止する事項及び当該禁止事項に違反し

た場合の契約を解除する事項を作成し、会員へ周知することにより、危険ドラッグの

販売店等の出店を未然に防止します。 

  【（公社）埼玉県宅地建物取引業協会、（公社）全日本不動産協会埼玉県本部】 
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参考資料 

○ 埼玉県薬物乱用対策推進計画における施策一覧

○ 用語解説

○ 埼玉県薬物の濫用の防止に関する条例

○ 埼玉県薬物乱用対策推進会議設置要綱

○ 埼玉県薬物乱用対策推進会議名簿
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基
本

目
標
施
策

取
組

取
組
の
概
要

達
成
目
標

平
成
2
7
年
度

平
成
2
8
年
度

平
成
2
9
年
度

所
管

　
県
内
（
さ
い
た
ま
市
を
除
く
）
全
て
の
公
立

小
・
中
・
高
等
・
特
別
支
援
学
校
に
お
い
て
、

薬
物
乱
用
防
止
教
室
を
実
施
し
、
薬
物
乱

用
防
止
の
啓
発
の
徹
底
に
取
り
組
む
。

　
ま
た
、
教
室
へ
の
保
護
者
や
地
域
住
民

の
参
加
を
促
し
、
地
域
に
お
け
る
薬
物
乱
用

防
止
に
取
り
組
む
。

 
保
護
者
・
地
域
住
民
の
参
加
依
頼
率
(
平

成
2
6
年
度
）
：

　
　
小
学
校
：
8
3
％

　
　
中
学
校
：
8
3
％

　
　
高
等
学
校
：
5
0
％

　
県
内
（
さ
い
た
ま
市

を
除
く
）
の
公
立
学
校

で
薬
物
乱
用
防
止
教

室
を
開
催
す
る

（
1
0
0
％
）
。

ま
た
、
保
護
者
・
地

域
住
民
へ
の
参
加
を

促
す
（
1
0
0
％
）
。

・
県
内
（
さ
い
た
ま
市
を
除
く
）
全
て
の
公

立
小
・
中
・
高
・
特
別
支
援
学
校
に
お
い

て
、
薬
物
乱
用
防
止
教
室
を
実
施
。

・
保
護
者
・
地
域
住
民
の
参
加
依
頼

　
目
標
：

　
　
小
学
校
：
8
5
％

　
　
中
学
校
：
8
5
％

　
　
高
等
学
校
：
6
0
％

・
上
記
の
取
組
状
況
に
つ
い
て
、
薬
物
乱

用
防
止
教
室
実
施
状
況
調
査
で
確
認
。

・
県
内
（
さ
い
た
ま
市
を
除
く
）
全
て
の
公

立
小
・
中
・
高
・
特
別
支
援
学
校
に
お
い

て
、
薬
物
乱
用
防
止
教
室
を
実
施
。

・
保
護
者
・
地
域
住
民
の
参
加
依
頼

　
目
標
：

　
　
小
学
校
：
9
0
％

　
　
中
学
校
：
9
0
％

　
　
高
等
学
校
：
8
0
％

・
上
記
の
取
組
状
況
に
つ
い
て
,
薬
物
乱

用
防
止
教
室
実
施
状
況
調
査
で
確
認
。

・
県
内
（
さ
い
た
ま
市
を
除
く
）
全
て
の
公

立
小
・
中
・
高
・
特
別
支
援
学
校
に
お
い

て
、
薬
物
乱
用
防
止
教
室
を
実
施
。

・
保
護
者
・
地
域
住
民
の
参
加
依
頼

　
目
標

　
　
小
学
校
：
1
0
0
％

　
　
中
学
校
：
1
0
0
％

　
　
高
等
学
校
：
1
0
0
％

・
上
記
の
取
組
状
況
に
つ
い
て
、
薬
物
乱

用
防
止
教
室
実
施
状
況
調
査
で
確
認
。

保
健
体
育
課

　
県
内
全
て
の
私
立
小
・
中
・
高
等
学
校
等

に
対
し
て
薬
物
乱
用
防
止
教
室
の
実
施
を

依
頼
す
る
と
と
も
に
、
国
や
県
か
ら
の
薬
物

乱
用
防
止
に
関
す
る
通
知
・
資
料
等
を
送

付
し
、
児
童
生
徒
や
教
職
員
に
対
す
る
周

知
・
啓
発
を
行
う
。

　
薬
物
乱
用
防
止
教
室
の
実
施
率
（
平
成

2
6
年
度
）
：

　
　
小
学
校
：
6
0
％

　
　
中
学
校
：
5
5
％

　
　
高
等
学
校
：
6
5
％

県
内
私
立
学
校
に
お

け
る
薬
物
乱
用
防
止

教
室
開
催
率
の
向

上

・
年
度
当
初
に
、
文
部
科
学
省
の
薬
物

乱
用
防
止
教
室
開
催
状
況
調
査
の
結

果
を
踏
ま
え
、
各
学
校
に
開
催
を
依
頼

す
る
。

・
２
学
期
始
業
前
に
、
薬
物
乱
用
防
止
指

導
員
や
県
政
出
前
講
座
の
活
用
も
含

め
、
再
度
開
催
を
依
頼
す
る
。

・
学
校
が
参
加
す
る
会
議
等
の
機
会
を

活
用
し
、
薬
物
乱
用
防
止
教
室
の
開
催

に
つ
い
て
呼
び
か
け
を
行
う
。

・
国
や
県
か
ら
の
薬
物
乱
用
防
止
に
関

す
る
通
知
・
資
料
等
を
送
付
し
、
児
童
生

徒
や
教
職
員
に
対
す
る
周
知
・
啓
発
を

行
う
。

・
年
度
当
初
に
、
文
部
科
学
省
の
薬
物

乱
用
防
止
教
室
開
催
状
況
調
査
の
結

果
を
踏
ま
え
、
各
学
校
に
開
催
を
依
頼

す
る
。

・
２
学
期
始
業
前
に
、
薬
物
乱
用
防
止
指

導
員
や
県
政
出
前
講
座
の
活
用
も
含

め
、
再
度
開
催
を
依
頼
す
る
。

・
学
校
が
参
加
す
る
会
議
等
の
機
会
を

活
用
し
、
薬
物
乱
用
防
止
教
室
の
開
催

に
つ
い
て
呼
び
か
け
を
行
う
。

・
国
や
県
か
ら
の
薬
物
乱
用
防
止
に
関

す
る
通
知
・
資
料
等
を
送
付
し
、
児
童
生

徒
や
教
職
員
に
対
す
る
周
知
・
啓
発
を

行
う
。

・
年
度
当
初
に
、
文
部
科
学
省
の
薬
物

乱
用
防
止
教
室
開
催
状
況
調
査
の
結

果
を
踏
ま
え
、
各
学
校
に
開
催
を
依
頼

す
る
。

・
２
学
期
始
業
前
に
、
薬
物
乱
用
防
止
指

導
員
や
県
政
出
前
講
座
の
活
用
も
含

め
、
再
度
開
催
を
依
頼
す
る
。

・
学
校
が
参
加
す
る
会
議
等
の
機
会
を

活
用
し
、
薬
物
乱
用
防
止
教
室
の
開
催

に
つ
い
て
呼
び
か
け
を
行
う
。

・
国
や
県
か
ら
の
薬
物
乱
用
防
止
に
関

す
る
通
知
・
資
料
等
を
送
付
し
、
児
童
生

徒
や
教
職
員
に
対
す
る
周
知
・
啓
発
を

行
う
。

学
事
課
、
薬
務
課

　
薬
物
乱
用
防
止
教
室
や
集
会
等
で
の
薬

物
乱
用
防
止
研
修
に
、
保
健
所
等
職
員
や

薬
物
乱
用
防
止
指
導
員
を
派
遣
し
充
実
し

た
研
修
を
実
施
す
る
。

薬
物
乱
用
防
止
教

室
へ
の
講
師
派
遣

・
薬
物
乱
用
防
止
教
室
等
へ
の
講
師
派

遣
・
薬
物
乱
用
防
止
教
室
等
へ
の
講
師
派

遣
・
薬
物
乱
用
防
止
教
室
等
へ
の
講
師
派

遣
薬
務
課
、
保
健
所

　
学
校
等
か
ら
の
依
頼
に
基
づ
き
非
行
防

止
指
導
班
「
あ
お
ぞ
ら
」
や
警
察
署
の
職
員

を
薬
物
乱
用
防
止
教
室
等
の
講
師
と
し
て

派
遣
す
る
。

薬
物
乱
用
防
止
教

室
等
へ
の
講
師
派

遣

・
薬
物
乱
用
防
止
教
室
等
へ
の
講
師
派

遣
・
薬
物
乱
用
防
止
教
室
等
へ
の
講
師
派

遣
・
薬
物
乱
用
防
止
教
室
等
へ
の
講
師
派

遣
少
年
課
、
薬
物
銃
器

対
策
課

１ 　 学 校 に お け る 薬 物 乱 用 防 止 教 育 及 び 啓 発 の 充 実 強 化

埼
玉
県
薬
物
乱
用
対
策
推
進
計
画
に
お
け
る
施
策
一
覧

（
平
成
２
７
年
度
～
平
成
２
９
年
度
）

薬
物
乱
用
防
止
教
室
の

実
施

目
標
達
成
ま
で
の
取
組
内
容
と
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

薬
物
乱
用
防
止
教
室
等

へ
の
講
師
派
遣

Ⅰ 　 予 防 啓 発 の 充 実 強 化 に よ る 薬 物 乱 用 の 未 然 防 止 の 推 進
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基
本

目
標
施
策

取
組

取
組
の
概
要

達
成
目
標

平
成
2
7
年
度

平
成
2
8
年
度

平
成
2
9
年
度

所
管

目
標
達
成
ま
で
の
取
組
内
容
と
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

薬
物
乱
用
防
止
教
室
の

講
師
と
な
る
薬
物
乱
用

防
止
指
導
員
の
養
成

　
薬
物
乱
用
防
止
指
導
員
の
資
質
向
上
を

図
る
た
め
、
指
導
員
を
対
象
と
し
た
研
修
会

を
実
施
す
る
。

　
ま
た
、
薬
物
乱
用
防
止
教
室
の
講
師
を
務

め
る
こ
と
が
で
き
る
指
導
員
の
養
成
を
行

う
。
　
講
師
を
務
め
た
薬
物
乱
用
防
止
指
導
員

（
平
成
2
6
年
度
）
：
9
1
名

薬
物
乱
用
防
止
教

室
の
講
師
の
養
成
：

講
師
を
務
め
る
こ
と

が
で
き
る
薬
物
乱
用

防
止
指
導
員
　
1
4
0

人

・
各
保
健
所
・
管
内
薬
物
乱
用
防
止
指

導
員
協
議
会
に
お
け
る
研
修
会
の
実

施
：
1
3
保
健
所

・
薬
物
乱
用
防
止
教
室
の
講
師
育
成
研

修
会
の
実
施
：
7
～
8
月

　
4
地
区
（
東
部
・
西
部
・
南
部
・
北
部
）

　
目
標
：
講
師
を
務
め
る
こ
と
が
で
き
る

薬
物
乱
用
防
止
指
導
員
数
　
1
1
0
人

・
各
保
健
所
・
管
内
薬
物
乱
用
防
止
指

導
員
協
議
会
に
お
け
る
研
修
会
の
実

施
：
1
3
保
健
所

・
薬
物
乱
用
防
止
教
室
の
講
師
育
成
研

修
会
の
実
施
（
新
任
指
導
員
研
修
を
含

む
）
：
7
～
8
月

　
4
地
区
（
東
部
・
西
部
・
南
部
・
北
部
）

　
目
標
：
講
師
を
務
め
る
こ
と
が
で
き
る

薬
物
乱
用
防
止
指
導
員
数
　
1
2
0
人

・
各
保
健
所
・
管
内
薬
物
乱
用
防
止
指

導
員
協
議
会
に
お
け
る
研
修
会
の
実

施
：
1
3
保
健
所

・
薬
物
乱
用
防
止
教
室
の
講
師
育
成
研

修
会
の
実
施
：
7
～
8
月

　
4
地
区
（
東
部
・
西
部
・
南
部
・
北
部
）

　
目
標
：
講
師
を
務
め
る
こ
と
が
で
き
る

薬
物
乱
用
防
止
指
導
員
数
　
1
4
0
人

薬
務
課
、
保
健
所

教
職
員
や
学
校
薬
剤
師

を
対
象
と
す
る
研
修
会

の
実
施
及
び
指
導
者
の

育
成

　
薬
物
乱
用
防
止
教
育
推
進
事
業
（
学
校

薬
剤
師
研
修
会
、
薬
物
乱
用
防
止
教
室
研

修
会
）
及
び
薬
物
乱
用
防
止
教
育
研
修
会

を
実
施
す
る
。

　
ま
た
、
各
種
会
議
、
研
修
会
に
お
い
て
薬

物
に
関
す
る
研
修
を
実
施
す
る
。

教
職
員
や
薬
物
乱

用
防
止
教
室
の
講

師
と
な
る
学
校
薬
剤

師
の
指
導
力
の
向

上

・
研
修
会
の
実
施

　
薬
物
乱
用
防
止
教
育
推
進
事
業
（
学

校
薬
剤
師
研
修
会
、
薬
物
乱
用
防
止
教

室
研
修
会
）

・
薬
物
乱
用
防
止
教
育
研
修
会
の
実
施

及
び
内
容
の
充
実

（
６
月
、
９
月
、
１
月
）

・
各
種
の
会
議
、
研
修
会
で
の
研
修
の

実
施
（
随
時
）

・
研
修
会
の
実
施

　
薬
物
乱
用
防
止
教
育
推
進
事
業
（
学

校
薬
剤
師
研
修
会
、
薬
物
乱
用
防
止
教

室
研
修
会
）

・
薬
物
乱
用
防
止
教
育
研
修
会
の
実
施

及
び
内
容
の
充
実

・
各
種
の
会
議
、
研
修
会
で
の
研
修
の

実
施
（
随
時
）

・
研
修
会
の
実
施

　
薬
物
乱
用
防
止
教
育
推
進
事
業
（
学

校
薬
剤
師
研
修
会
、
薬
物
乱
用
防
止
教

室
研
修
会
）

・
薬
物
乱
用
防
止
教
育
研
修
会
の
実
施

及
び
内
容
の
充
実

・
各
種
の
会
議
、
研
修
会
で
の
研
修
の

実
施
（
随
時
）

保
健
体
育
課

啓
発
資
材
の
配
布
、
参

考
教
材
の
提
供

　
文
部
科
学
省
、
日
本
学
校
保
健
会
、
厚
生

労
働
省
、
埼
玉
県
保
健
医
療
部
な
ど
の
各

機
関
が
作
成
し
た
学
校
向
け
の
啓
発
資
材

を
学
校
に
確
実
に
配
布
し
、
最
新
の
情
報

で
効
果
的
な
薬
物
乱
用
防
止
教
育
に
活
用

す
る
。

　
ま
た
、
薬
物
乱
用
防
止
教
室
等
の
実
施

に
有
効
な
教
材
の
更
新
を
行
い
、
教
室
の

質
の
向
上
に
役
立
て
る
。

各
機
関
が
作
成
し
た

啓
発
資
材
を
各
学
校

に
確
実
に
配
布
す

る
。
参
考
教
材
を
Ｈ
Ｐ
な

ど
で
提
供
す
る
。

・
啓
発
資
材
を
各
学
校
等
に
確
実
に
配

布
（
随
時
）
。

・
教
材
の
見
直
し
と
更
新
。

・
啓
発
資
材
を
各
学
校
等
に
確
実
に
配

布
（
随
時
）
。

・
教
材
の
見
直
し
と
更
新
。

・
啓
発
資
材
を
各
学
校
等
に
確
実
に
配

布
（
随
時
）
。

・
教
材
の
見
直
し
と
更
新
。

保
健
体
育
課

　
児
童
生
徒
向
け
薬
物

乱
用
防
止
啓
発
リ
ー
フ

レ
ッ
ト
の
作
成
・
配
布

　
小
学
生
及
び
中
・
高
校
生
向
け
の
薬
物

乱
用
防
止
啓
発
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
を
作
成
し
、
薬

物
乱
用
防
止
教
室
等
で
配
布
す
る
。

よ
り
効
果
的
な
薬
物

乱
用
防
止
啓
発
リ
ー

フ
レ
ッ
ト
の
作
成
・
配

布

・
薬
物
乱
用
防
止
啓
発
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
の

作
成
・
配
布

・
薬
物
乱
用
防
止
啓
発
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
の

作
成
・
配
布

・
薬
物
乱
用
防
止
啓
発
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
の

作
成
・
配
布

少
年
課

薬
物
乱
用
防
止
啓
発
ポ

ス
タ
ー
コ
ン
ク
ー
ル
の
実

施

　
創
作
活
動
を
通
じ
て
児
童
・
生
徒
に
薬
物

乱
用
防
止
の
意
識
を
根
付
か
せ
る
た
め
、

県
内
全
て
の
小
・
中
・
高
等
学
校
の
児
童
・

生
徒
を
対
象
に
薬
物
乱
用
防
止
啓
発
ポ
ス

タ
ー
の
コ
ン
ク
ー
ル
を
実
施
す
る
。

　
応
募
が
あ
っ
た
薬
物
乱
用
防
止
啓
発
ポ

ス
タ
ー
を
啓
発
資
材
の
デ
ザ
イ
ン
と
し
て
活

用
す
る
。

ポ
ス
タ
ー
制
作
の
た

め
に
薬
物
乱
用
の
恐

ろ
し
さ
を
自
ら
調
べ

学
習
す
る
児
童
生
徒

を
増
や
す
。

・
薬
物
乱
用
防
止
啓
発
ポ
ス
タ
ー
コ
ン

ク
ー
ル
の
実
施
（
４
～
1
1
月
）

・
優
秀
作
品
を
活
用
し
た
啓
発
資
材
の

作
成
：
通
年

・
薬
物
乱
用
防
止
啓
発
ポ
ス
タ
ー
コ
ン

ク
ー
ル
の
実
施
（
４
～
1
1
月
）

・
優
秀
作
品
を
活
用
し
た
啓
発
資
材
の

作
成
：
通
年

・
薬
物
乱
用
防
止
啓
発
ポ
ス
タ
ー
コ
ン

ク
ー
ル
の
実
施
（
４
～
1
1
月
）

・
優
秀
作
品
を
活
用
し
た
啓
発
資
材
の

作
成
：
通
年

薬
務
課

Ⅰ 　 予 防 啓 発 の 充 実 強 化 に よ る 薬 物 乱 用 の 未 然 防 止 の 推 進

１ 　 学 校 に お け る 薬 物 乱 用 防 止 教 育 及 び 啓 発 の 充 実 強 化
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基
本

目
標
施
策

取
組

取
組
の
概
要

達
成
目
標

平
成
2
7
年
度

平
成
2
8
年
度

平
成
2
9
年
度

所
管

目
標
達
成
ま
で
の
取
組
内
容
と
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

「
ダ
メ
。
ゼ
ッ
タ
イ
。
」
普

及
運
動
及
び
麻
薬
・
覚

醒
剤
乱
用
防
止
キ
ャ
ン

ペ
ー
ン
の
実
施

　
国
連
の
運
動
の
一
環
で
あ
る
「
ダ
メ
。
ゼ
ッ

タ
イ
。
」
普
及
運
動
を
推
進
す
る
た
め
関
係

団
体
に
よ
る
実
行
委
員
会
を
結
成
し
、
彩
の

国
さ
い
た
ま
「
ダ
メ
｡ゼ
ッ
タ
イ
｡」
普
及
運
動

(
6
/
2
0
～
7
/
1
9
)

と
し
て
、
関
係
団
体
と
連
携

し
た
街
頭
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
や
募
金
活
動
を
行

い
、
県
全
体
で
の
薬
物
乱
用
防
止
意
識
の

向
上
を
図
る
。

　
ま
た
、
麻
薬
・
覚
醒
剤
乱
用
防
止
運
動
期

間
（
1
0
/
1
～
1
1
/
3
0
）
に

各
種
広
報
媒
体
や

関
連
行
事
を
活
用
し
た
啓
発
を
行
う
。

「
ダ
メ
。
ゼ
ッ
タ
イ
。
」

普
及
運
動
及
び
麻

薬
・
覚
醒
剤
乱
用
防

止
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
の

よ
り
効
果
的
な
実
施

・
彩
の
国
さ
い
た
ま
「
ダ
メ
｡ゼ
ッ
タ
イ
｡」
普

及
運
動

　
実
施
期
間
：
6
/
2
0
～
7
/
1
9

　 ・
麻
薬
・
覚
醒
剤
乱
用
防
止
運
動

　
実
施
期
間
：
1
0
/
1
～
1
1
/
3
0

・
「
ダ
メ
。
ゼ
ッ
タ
イ
。
」
国
連
支
援
募
金
へ

の
協
力

　
目
標
：
募
金
額
全
国
１
位
継
続

・
彩
の
国
さ
い
た
ま
「
ダ
メ
｡ゼ
ッ
タ
イ
｡」
普

及
運
動

　
実
施
期
間
：
6
/
2
0
～
7
/
1
9

　 ・
麻
薬
・
覚
醒
剤
乱
用
防
止
運
動

　
実
施
期
間
：
1
0
/
1
～
1
1
/
3
0

・
「
ダ
メ
。
ゼ
ッ
タ
イ
。
」
国
連
支
援
募
金
へ

の
協
力

　
目
標
：
募
金
額
全
国
１
位
継
続

・
彩
の
国
さ
い
た
ま
「
ダ
メ
｡ゼ
ッ
タ
イ
｡」
普

及
運
動

　
実
施
期
間
：
6
/
2
0
～
7
/
1
9

　 ・
麻
薬
・
覚
醒
剤
乱
用
防
止
運
動

　
実
施
期
間
：
1
0
/
1
～
1
1
/
3
0

・
「
ダ
メ
。
ゼ
ッ
タ
イ
。
」
国
連
支
援
募
金
へ

の
協
力

　
目
標
：
募
金
額
全
国
１
位
継
続

薬
務
課

青
少
年
に
対
す
る
普
及

啓
発
活
動
の
推
進

　
関
係
機
関
や
事
業
者
、
青
少
年
健
全
育

成
に
取
組
む
民
間
団
体
等
と
連
携
し
た
合

同
で
の
街
頭
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
を
実
施
す
る
。

合
同
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

の
開
催
に
よ
る
効
果

的
な
普
及
啓
発
活
動

の
実
施

・
社
会
を
明
る
く
す
る
運
動
及
び
青
少
年

の
非
行
・
被
害
防
止
全
国
強
調
月
間
（
７

月
）

・
い
じ
め
撲
滅
・
青
少
年
健
全
育
成
合
同

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
（
１
１
月
）

・
社
会
を
明
る
く
す
る
運
動
及
び
青
少
年

の
非
行
・
被
害
防
止
全
国
強
調
月
間
（
７

月
）

・
い
じ
め
撲
滅
・
青
少
年
健
全
育
成
合
同

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
（
１
１
月
）

・
非
行
防
止
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
の
作
成
：
県
内

全
中
高
生
及
び
そ
の
保
護
者
等
へ
配
布

・
社
会
を
明
る
く
す
る
運
動
及
び
青
少
年

の
非
行
・
被
害
防
止
全
国
強
調
月
間
（
７

月
）

・
い
じ
め
撲
滅
・
青
少
年
健
全
育
成
合
同

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
（
１
１
月
）

・
非
行
防
止
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
の
作
成
：
県
内

全
中
高
生
及
び
そ
の
保
護
者
等
へ
配
布

青
少
年
課

薬
物
乱
用
防
止
指
導
員

に
よ
る
啓
発

　
県
保
健
所
毎
に
設
置
し
て
い
る
薬
物
乱

用
防
止
指
導
員
協
議
会
を
運
営
し
、
地
域

や
学
校
で
の
啓
発
活
動
の
充
実
を
図
る
。

薬
物
乱
用
防
止
指

導
員
に
よ
る
効
果
的

な
啓
発
活
動

・
薬
物
乱
用
防
止
指
導
員
協
議
会
の
運

営
に
よ
る
啓
発
事
業
の
実
施
：
通
年

①
　
街
頭
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
等
の
実
施

②
　
薬
物
乱
用
防
止
教
室
等
へ
の
講
師

の
派
遣

③
　
薬
物
乱
用
防
止
指
導
員
等
研
修
会

の
実
施

・
薬
物
乱
用
防
止
指
導
員
協
議
会
の
運

営
に
よ
る
啓
発
事
業
の
実
施
：
通
年

①
　
街
頭
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
等
で
の
啓
発
活

動
の
実
施

②
　
薬
物
乱
用
防
止
教
室
等
へ
の
講
師

の
派
遣

③
　
薬
物
乱
用
防
止
指
導
員
等
研
修
会

の
実
施

・
薬
物
乱
用
防
止
指
導
員
協
議
会
の
運

営
に
よ
る
啓
発
事
業
の
実
施
：
通
年

①
　
街
頭
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
等
で
の
啓
発
活

動
の
実
施

②
　
薬
物
乱
用
防
止
教
室
等
へ
の
講
師

の
派
遣

③
　
薬
物
乱
用
防
止
指
導
員
等
研
修
会

の
実
施

薬
務
課
、
保
健
所

　
ネ
ッ
ト
ア
ド
バ
イ
ザ
ー

等
の
講
師
派
遣
事
業
の

推
進

　
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
危
険
性
と
保
護
者
の

役
割
等
に
つ
い
て
啓
発
す
る
ネ
ッ
ト
ア
ド
バ

イ
ザ
ー
や
県
職
員
を
、
青
少
年
の
保
護
者

や
地
域
住
民
の
集
会
等
に
派
遣
し
、
イ
ン

タ
ー
ネ
ッ
ト
の
適
正
な
利
用
を
推
進
す
る
と

と
も
に
乱
用
薬
物
の
購
入
を
さ
せ
な
い
働
き

か
け
を
行
う
。

ネ
ッ
ト
ア
ド
バ
イ
ザ
ー

派
遣
に
よ
る
啓
発
活

動
の
実
施
回
数
の

維
持
：
3
0
0
回
／
年

・
ネ
ッ
ト
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
派
遣
回
数
：

3
0
0
回

・
ネ
ッ
ト
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
派
遣
回
数
：

3
0
0
回

・
ネ
ッ
ト
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
派
遣
回
数
：

3
0
0
回

青
少
年
課

Ⅰ 　 予 防 啓 発 の 充 実 強 化 に よ る 薬 物 乱 用 の 未 然 防 止 の 推 進

２ 　 青 少 年 、 家 庭 及 び 地 域 社 会 に 対 す る 薬 物 乱 用 防 止 の 啓 発 の 充 実 強 化
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基
本

目
標
施
策

取
組

取
組
の
概
要

達
成
目
標

平
成
2
7
年
度

平
成
2
8
年
度

平
成
2
9
年
度

所
管

目
標
達
成
ま
で
の
取
組
内
容
と
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

各
種
広
報
媒
体
を
活
用

し
た
薬
物
乱
用
防
止
啓

発
情
報
の
発
信

　
テ
レ
ビ
・
ラ
ジ
オ
・
広
報
紙
・
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

等
の
広
報
媒
体
を
活
用
し
、
啓
発
情
報
を

発
信
す
る
こ
と
に
よ
り
県
民
へ
の
情
報
提
供

を
行
い
、
規
範
意
識
の
向
上
に
よ
る
薬
物

乱
用
の
未
然
防
止
を
図
る
。

薬
物
乱
用
防
止
に
つ

い
て
県
民
の
意
識
を

高
め
る
。

・
各
種
媒
体
を
用
い
た
薬
物
乱
用
防
止

啓
発
情
報
の
発
信
：
通
年

①
テ
レ
ビ
埼
玉

②
Ｆ
Ｍ
 
Ｎ
Ａ
Ｃ
Ｋ
５

③
彩
の
国
だ
よ
り

④
埼
玉
県
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

⑤
電
光
掲
示
板
等

⑥
市
町
村
報
等
各
種
広
報
紙

・
各
種
媒
体
を
用
い
た
薬
物
乱
用
防
止

啓
発
情
報
の
発
信
：
通
年

①
テ
レ
ビ
埼
玉

②
Ｆ
Ｍ
 
Ｎ
Ａ
Ｃ
Ｋ
５

③
彩
の
国
だ
よ
り

④
埼
玉
県
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

⑤
電
光
掲
示
板
等

⑥
市
町
村
報
等
各
種
広
報
紙

・
各
種
媒
体
を
用
い
た
薬
物
乱
用
防
止

啓
発
情
報
の
発
信
：
通
年

①
テ
レ
ビ
埼
玉

②
Ｆ
Ｍ
 
Ｎ
Ａ
Ｃ
Ｋ
５

③
彩
の
国
だ
よ
り

④
埼
玉
県
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

⑤
電
光
掲
示
板
等

⑥
市
町
村
報
等
各
種
広
報
紙

薬
務
課
、
薬
物
銃
器

対
策
課

　
県
警
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

の
「
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー

T
i
m
e
s
」
へ
の
薬
物
乱
用

防
止
関
連
記
事
の
掲
載

　
少
年
の
非
行
防
止
や
犯
罪
被
害
防
止
に

つ
い
て
啓
発
す
る
た
め
、
「
サ
ポ
ー
ト
セ
ン

タ
ー
T
i
m
e
s
」
を
県
警
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲

載
し
、
広
く
情
報
発
信
す
る
。

県
警
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

の
「
サ
ポ
ー
ト
セ
ン

タ
ー
T
i
m
e
s
」
へ
の
薬

物
乱
用
防
止
関
連

記
事
の
掲
載

・
県
警
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
「
サ
ポ
ー
ト
セ

ン
タ
ー
T
i
m
e
s
」
へ
の
薬
物
乱
用
防
止
関

連
記
事
の
掲
載

・
県
警
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
「
サ
ポ
ー
ト
セ

ン
タ
ー
T
i
m
e
s
」
へ
の
薬
物
乱
用
防
止
関

連
記
事
の
掲
載

・
県
警
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
「
サ
ポ
ー
ト
セ

ン
タ
ー
T
i
m
e
s
」
へ
の
薬
物
乱
用
防
止
関

連
記
事
の
掲
載

少
年
課

一
般
県
民
向
け
薬
物
乱

用
防
止
の
ポ
ス
タ
ー
、

リ
ー
フ
レ
ッ
ト
等
啓
発
資

材
の
作
成
配
布
、
啓
発

資
材
の
貸
し
出
し

　
薬
物
乱
用
防
止
に
関
す
る
啓
発
資
材
を

作
成
し
地
域
の
イ
ベ
ン
ト
や
薬
物
乱
用
防
止

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
等
で
配
布
す
る
。
ま
た
、
薬

物
乱
用
防
止
に
関
す
る
ポ
ス
タ
ー
を
、
保
健

所
、
市
町
村
及
び
警
察
署
等
の
行
政
機
関

の
ほ
か
、
関
係
団
体
の
協
力
の
も
と
自
動

車
教
習
所
や
不
動
産
事
業
者
等
の
民
間
の

施
設
に
配
布
・
掲
示
し
啓
発
を
行
う
。

　
薬
物
乱
用
防
止
啓
発
用
の
Ｄ
Ｖ
Ｄ
や
ビ
デ

オ
の
ほ
か
薬
物
標
本
の
貸
し
出
し
を
行
う
。

啓
発
に
よ
り
薬
物
に

手
を
出
す
県
民
を
な

く
す
。

・
薬
物
乱
用
防
止
ポ
ス
タ
ー
・
リ
ー
フ
レ
ッ

ト
に
よ
る
啓
発
：
通
年

①
　
各
種
イ
ベ
ン
ト
・
街
頭
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

で
の
配
布

②
　
窓
口
等
で
の
配
布

　
ア
　
保
健
所

　
イ
　
市
町
村

　
ウ
　
各
警
察
署
・
運
転
免
許
セ
ン
タ
ー

　
エ
　
自
動
車
教
習
所

　
オ
　
遊
技
場
、
宿
泊
施
設
等

・
ビ
デ
オ
・
Ｄ
Ｖ
Ｄ
の
貸
出
及
び
こ
れ
ら
の

拡
充
：
通
年

・
薬
物
乱
用
防
止
ポ
ス
タ
ー
・
リ
ー
フ
レ
ッ

ト
に
よ
る
啓
発
：
通
年

①
　
各
種
イ
ベ
ン
ト
・
街
頭
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

で
の
配
布

②
　
窓
口
等
で
の
配
布

　
ア
　
保
健
所

　
イ
　
市
町
村

　
ウ
　
各
警
察
署
・
運
転
免
許
セ
ン
タ
ー

　
エ
　
自
動
車
教
習
所

　
オ
　
遊
技
場
、
宿
泊
施
設
等

・
ビ
デ
オ
・
Ｄ
Ｖ
Ｄ
の
貸
出
及
び
こ
れ
ら
の

拡
充
：
通
年

・
薬
物
乱
用
防
止
ポ
ス
タ
ー
・
リ
ー
フ
レ
ッ

ト
に
よ
る
啓
発
：
通
年

①
　
各
種
イ
ベ
ン
ト
・
街
頭
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

で
の
配
布

②
　
窓
口
等
で
の
配
布

　
ア
　
保
健
所

　
イ
　
市
町
村

　
ウ
　
各
警
察
署
・
運
転
免
許
セ
ン
タ
ー

　
エ
　
自
動
車
教
習
所

　
オ
　
遊
技
場
、
宿
泊
施
設
等

・
ビ
デ
オ
・
Ｄ
Ｖ
Ｄ
の
貸
出
及
び
こ
れ
ら
の

拡
充
：
通
年

薬
務
課
、
保
健
所

非
行
防
止
リ
ー
フ
レ
ッ
ト

の
作
成
及
び
配
布

　
薬
物
乱
用
防
止
の
内
容
を
盛
り
込
ん
だ

非
行
防
止
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
を
県
内
全
て
の
中

高
生
と
そ
の
保
護
者
に
配
布
し
、
青
少
年

及
び
そ
の
保
護
者
や
地
域
の
意
識
向
上
を

図
る
。

非
行
防
止
リ
ー
フ

レ
ッ
ト
の
配
布
に
よ
る

効
果
的
な
普
及
啓
発

活
動
の
実
施

・
非
行
防
止
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
の
作
成
：
県
内

全
中
高
生
及
び
そ
の
保
護
者
等
へ
配
布
・
非
行
防
止
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
の
作
成
：
県
内

全
中
高
生
及
び
そ
の
保
護
者
等
へ
配
布
・
非
行
防
止
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
の
作
成
：
県
内

全
中
高
生
及
び
そ
の
保
護
者
等
へ
配
布
青
少
年
課

Ⅰ 　 予 防 啓 発 の 充 実 強 化 に よ る 薬 物 乱 用 の 未 然 防 止 の 推 進

２ 　 青 少 年 、 家 庭 及 び 地 域 社 会 に 対 す る 薬 物 乱 用 防 止 の 啓 発 の 充 実 強 化
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基
本

目
標
施
策

取
組

取
組
の
概
要

達
成
目
標

平
成
2
7
年
度

平
成
2
8
年
度

平
成
2
9
年
度

所
管

目
標
達
成
ま
で
の
取
組
内
容
と
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

市
町
村
と
連
携
し
た
防

犯
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
協
力

に
よ
る
危
険
ド
ラ
ッ
グ
等

の
薬
物
乱
用
防
止
啓
発

　
市
町
村
と
連
携
し
地
域
の
防
犯
ボ
ラ
ン

テ
ィ
ア
の
協
力
を
得
て
、
危
険
ド
ラ
ッ
グ
等
の

薬
物
乱
用
防
止
の
啓
発
を
行
い
、
薬
物
乱

用
の
未
然
防
止
を
図
る
。

危
険
ド
ラ
ッ
グ
の
危

険
性
の
認
知
度
の

向
上

・
市
町
村
へ
の
協
力
依
頼
：
4
/
2
2
～

5
/
1
5

・
市
町
村
と
連
携
し
た
街
頭
啓
発
活
動

（
通
年
）

・
市
町
村
へ
の
協
力
依
頼
：
調
整
中

・
市
町
村
と
連
携
し
た
街
頭
啓
発
活
動

（
通
年
）

・
市
町
村
へ
の
協
力
依
頼
：
調
整
中

・
市
町
村
と
連
携
し
た
街
頭
啓
発
活
動

（
通
年
）

薬
務
課

危
険
ド
ラ
ッ
グ
撲
滅
特

別
強
化
期
間
の
実
施

　
危
険
ド
ラ
ッ
グ
の
呼
称
が
定
め
ら
れ
た
7

月
2
2
日
の
前
後
を
「
危
険
ド
ラ
ッ
グ撲
滅
特

別
強
化
期
間
」
と
定
め
、
市
町
村
と
連
携
し

危
険
ド
ラ
ッ
グ
撲
滅
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
を
実
施

す
る
。

危
険
ド
ラ
ッ
グ
の
危

険
性
の
認
知
度
の

向
上

・
危
険
ド
ラ
ッ
グ
撲
滅
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
の

実
施
：
7
/
1
8
～
7
/
2
6

　
場
所
：
県
内
5
市
の
駅
頭
や
祭
会
場
等

・
危
険
ド
ラ
ッ
グ
撲
滅
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
の

実
施
：
７
月
下
旬

・
危
険
ド
ラ
ッ
グ
撲
滅
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
の

実
施
：
７
月
下
旬

薬
務
課
、
保
健
所

不
動
産
関
係
団
体
と
連

携
し
た
危
険
ド
ラ
ッ
グ
等

の
薬
物
乱
用
防
止
の
啓

発

　
不
動
産
関
係
団
体
を
通
じ
、
不
動
産
事
業

者
の
店
頭
等
に
お
い
て
危
険
ド
ラ
ッ
グ
等
の

薬
物
乱
用
防
止
の
啓
発
を
行
う
。

危
険
ド
ラ
ッ
グ
販
売

の
た
め
の
不
動
産
の

賃
貸
借
契
約
の
未

然
防
止

・
不
動
産
関
係
団
体
を
通
じ
た
危
険
ド

ラ
ッ
グ
啓
発
資
材
の
配
布
：
通
年

　
配
布
枚
数
：
8
,
0
0
0
枚

・
不
動
産
関
係
団
体
を
通
じ
た
危
険
ド

ラ
ッ
グ
啓
発
資
材
の
配
布
：
通
年

・
不
動
産
関
係
団
体
を
通
じ
た
危
険
ド

ラ
ッ
グ
啓
発
資
材
の
配
布
：
通
年

薬
務
課

自
動
車
等
運
転
免
許
の

取
得
者
を
対
象
と
し
た

危
険
ド
ラ
ッ
グ
等
の
薬

物
乱
用
防
止
の
啓
発

　
県
警
察
本
部
交
通
部
と
連
携
し
（
一
社
）

埼
玉
県
指
定
自
動
車
教
習
所
協
会
の
協
力

を
得
な
が
ら
、
県
運
転
免
許
セ
ン
タ
ー
、
各

警
察
署
及
び
県
内
の
自
動
車
教
習
所
等
を

通
じ
、
危
険
ド
ラ
ッ
グ
等
の
薬
物
乱
用
防
止

の
た
め
の
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
の
配
布
及
び
ポ
ス

タ
ー
掲
示
を
行
い
、
薬
物
に
よ
る
交
通
事
故

の
未
然
防
止
を
図
る
。

危
険
ド
ラ
ッ
グ
に
よ
る

交
通
事
故
の
未
然

防
止

・
県
運
転
免
許
セ
ン
タ
ー
、
各
警
察
署
及

び
県
内
の
自
動
車
教
習
所
を
通
じ
た
危

険
ド
ラ
ッ
グ
等
薬
物
乱
用
防
止
啓
発
資

材
の
配
布
：
通
年

・
県
運
転
免
許
セ
ン
タ
ー
、
各
警
察
署
及

び
県
内
の
自
動
車
教
習
所
を
通
じ
た
危

険
ド
ラ
ッ
グ
等
薬
物
乱
用
防
止
啓
発
資

材
の
配
布
：
通
年

・
県
運
転
免
許
セ
ン
タ
ー
、
各
警
察
署
及

び
県
内
の
自
動
車
教
習
所
を
通
じ
た
危

険
ド
ラ
ッ
グ
等
薬
物
乱
用
防
止
啓
発
資

材
の
配
布
：
通
年

薬
務
課

危
険
ド
ラ
ッ
ク
等
に
よ
る

危
険
運
転
防
止
啓
発
活

動
の
推
進

　
危
険
ド
ラ
ッ
ク
や
薬
物
、
飲
酒
な
ど
の
影

響
に
よ
る
自
動
車
等
の
運
転
の
危
険
性
を

周
知
す
る
た
め
、
車
両
運
転
者
を
対
象
と
し

た
広
報
、
啓
発
活
動
を
推
進
し
、
同
種
事
故

の
未
然
防
止
を
図
る
。

危
険
ド
ラ
ッ
グ
に
よ
る

交
通
事
故
の
未
然

防
止

・
県
、
交
通
関
係
団
体
等
と
連
携
し
、
警

察
本
部
や
警
察
署
で
実
施
す
る
広
報
啓

発
活
動
や
交
通
安
全
教
育
等
で
啓
発
チ

ラ
シ
等
を
配
布
：
通
年

・
県
、
交
通
関
係
団
体
等
と
連
携
し
、
警

察
本
部
や
警
察
署
で
実
施
す
る
広
報
啓

発
活
動
や
交
通
安
全
教
育
等
で
啓
発
チ

ラ
シ
等
を
配
布
：
通
年

・
県
、
交
通
関
係
団
体
等
と
連
携
し
、
警

察
本
部
や
警
察
署
で
実
施
す
る
広
報
啓

発
活
動
や
交
通
安
全
教
育
等
で
啓
発
チ

ラ
シ
等
を
配
布
：
通
年

交
通
企
画
課

運
転
免
許
セ
ン
タ
ー
に

お
け
る
危
険
ド
ラ
ッ
グ
な

ど
薬
物
乱
用
防
止
に
関

す
る
広
報
啓
発

　
運
転
免
許
セ
ン
タ
ー
に
お
い
て
、
免
許
証

更
新
や
運
転
免
許
試
験
の
受
験
相
談
な
ど

免
許
関
係
手
続
き
に
訪
れ
た
人
を
対
象
に

リ
ー
フ
レ
ッ
ト
の
配
布
や
、
庁
舎
内
へ
の
ポ

ス
タ
ー
掲
示
に
よ
り
危
険
ド
ラ
ッ
ク
等
に
よ
る

危
険
運
転
防
止
な
ど
薬
物
に
よ
る
交
通
事

故
の
未
然
防
止
を
図
る
。

危
険
ド
ラ
ッ
グ
に
よ
る

交
通
事
故
の
未
然

防
止

・
危
険
ド
ラ
ッ
グ
等
に
よ
る
危
険
運
転
防

止
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
の
配
布
：
通
年

　
配
布
枚
数
：
1
,
0
0
0
枚

・
危
険
ド
ラ
ッ
グ
等
に
よ
る
危
険
運
転
防

止
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
の
配
布
：
通
年

・
危
険
ド
ラ
ッ
グ
等
に
よ
る
危
険
運
転
防

止
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
の
配
布
：
通
年

運
転
免
許
課

運
転
免
許
試
験
課

交
通
安
全
イ
ベ
ン
ト
等

で
の
危
険
ド
ラ
ッ
グ
啓
発

等

　
春
夏
秋
冬
の
交
通
安
全
運
動
を
は
じ
め
と

す
る
各
種
イ
ベ
ン
ト
に
お
い
て
、
危
険
ド
ラ
ッ

グ
乱
用
防
止
ポ
ス
タ
ー
の
掲
示
、
チ
ラ
シ
の

配
布
等
を
行
う
。

危
険
ド
ラ
ッ
グ
に
よ
る

交
通
事
故
の
未
然

防
止

・
交
通
安
全
運
動
等
各
種
イ
ベ
ン
ト
で
の

啓
発
活
動
実
施

・
交
通
安
全
運
動
等
各
種
イ
ベ
ン
ト
で
の

啓
発
活
動
実
施

・
交
通
安
全
運
動
等
各
種
イ
ベ
ン
ト
で
の

啓
発
活
動
実
施

防
犯
・
交
通
安
全
課

Ⅰ 　 予 防 啓 発 の 充 実 強 化 に よ る 薬 物 乱 用 の 未 然 防 止 の 推 進

３ 　 危 険 ド ラ ッ グ 等 、 多 様 化 す る 乱 用 薬 物 に 関 す る 啓 発 等 の 推 進
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基
本

目
標
施
策

取
組

取
組
の
概
要

達
成
目
標

平
成
2
7
年
度

平
成
2
8
年
度

平
成
2
9
年
度

所
管

目
標
達
成
ま
で
の
取
組
内
容
と
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

　
保
健
所
や
精
神
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
等

に
お
い
て
、
薬
物
依
存
症
者
及
び
そ
の
家

族
等
か
ら
の
相
談
に
応
じ
必
要
に
応
じ
て

医
療
機
関
へ
の
受
診
を
勧
奨
す
る
。
ま
た
、

家
族
等
に
対
し
て
適
切
な
対
応
を
学
ぶ
た

め
の
講
座
等
を
開
催
し
薬
物
依
存
症
者
の

治
療
に
結
び
つ
け
る
。

相
談
支
援
の
円
滑
な

実
施

・
早
期
治
療
へ
の
相
談
支
援
体
制

　
－
公
的
機
関
　
1
7
か
所
（
通
年
）

・
早
期
治
療
へ
の
相
談
支
援
体
制

　
－
公
的
機
関
　
1
7
か
所
（
通
年
）

・
早
期
治
療
へ
の
相
談
支
援
体
制

　
－
公
的
機
関
　
1
7
か
所
（
通
年
）

疾
病
対
策
課

薬
務
課

保
健
所

精
神
医
療
セ
ン
タ
ー

　
医
療
関
係
者
向
け
に
、
薬
物
依
存
症
に

対
す
る
認
知
行
動
療
法
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
「
手

引
き
」
等
を
作
成
し
周
知
を
図
る
。

　
薬
物
依
存
症
治
療
に
お
け
る
対
応
力
を

向
上
さ
せ
る
た
め
、
薬
物
依
存
症
の
特
徴

や
対
処
方
法
等
に
関
す
る
知
識
や
技
術
に

つ
い
て
の
研
修
を
行
う
。

　
認
知
行
動
療
法
に
よ
る
薬
物
依
存
症
治

療
を
行
う
医
療
機
関
：
１
機
関
（
平
成
2
6
年

度
）

・
認
知
行
動
療
法
に

よ
る
薬
物
依
存
症
治

療
を
行
う
医
療
機
関

の
増
加
：
５
機
関

　
①
依
存
症
治
療
実
施
に
向
け
た
働
き

か
け
（
通
年
）

　
②
認
知
行
動
療
法
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
手

引
き
の
作
成
・
配
布

　
③
認
知
行
動
療
法
プ
ロ
グ
ラ
ム
等
に

関
す
る
研
修
会
の
実
施

　
①
依
存
症
治
療
実
施
に
向
け
た
働
き

か
け
（
通
年
）

　
②
認
知
行
動
療
法
プ
ロ
グ
ラ
ム
等
に

関
す
る
研
修
会
の
実
施

　
①
依
存
症
治
療
実
施
に
向
け
た
働
き

か
け
（
通
年
）

　
②
認
知
行
動
療
法
プ
ロ
グ
ラ
ム
等
に

関
す
る
研
修
会
の
実
施

疾
病
対
策
課

精
神
医
療
セ
ン
タ
ー

　
薬
物
依
存
に
取
組
む

団
体
と
連
携
し
た
薬
物

依
存
症
相
談
事
業

　
相
談
機
関
か
ら
紹
介
さ
れ
た
薬
物
依
存

症
者
や
そ
の
家
族
等
の
相
談
に
応
じ
、
薬

物
依
存
か
ら
の
回
復
支
援
に
取
組
む
N
P
O

法
人
を
支
援
す
る
。
ま
た
、
N
P
O
法
人
で
は

病
院
退
院
直
後
や
刑
務
所
出
所
後
等
の
薬

物
依
存
症
者
を
対
象
に
入
寮
型
ホ
ー
ム
を

運
営
し
て
就
労
等
に
つ
な
げ
る
等
、
社
会
復

帰
支
援
を
実
施
す
る
。

　
薬
物
依
存
か
ら
の
社
会
復
帰
者
率
：

1
7
.
6
％
（
平
成
2
6
年
度
）

相
談
体
制
の
充
実

強
化
及
び
薬
物
依
存

か
ら
の
社
会
復
帰
者

率
の
向
上
：
2
3
％

・
相
談
支
援
体
制

　
民
間
団
体
　
 
1
か
所

（
相
談
員
確
保
な
ど
運
営
に
係
る
支
援

の
充
実
）

　
公
的
機
関
　
1
7
か
所

・
薬
物
依
存
か
ら
の
社
会
復
帰
者

　
入
寮
者
の
う
ち
、
就
労
等
で
退
寮
す
る

人
の
割
合
：
1
9
％

・
相
談
支
援
体
制

　
民
間
団
体
　
 
1
か
所

（
相
談
員
確
保
な
ど
運
営
に
係
る
支
援

の
充
実
）

　
公
的
機
関
　
1
7
か
所

・
薬
物
依
存
か
ら
の
社
会
復
帰
者

　
入
寮
者
の
う
ち
、
就
労
等
で
退
寮
す
る

人
の
割
合
：
2
1
％

・
相
談
支
援
体
制

　
民
間
団
体
　
 
1
か
所

（
相
談
員
確
保
な
ど
運
営
に
係
る
支
援

の
充
実
）

　
公
的
機
関
　
1
7
か
所

・
薬
物
依
存
か
ら
の
社
会
復
帰
者

　
入
寮
者
の
う
ち
、
就
労
等
で
退
寮
す
る

人
の
割
合
：
2
3
％

疾
病
対
策
課

青
少
年
非
行
立
ち
直
り

支
援
の
推
進

　
関
係
機
関
・
関
係
団
体
・
有
識
者
等
か
ら

な
る
「
非
行
立
ち
直
り
支
援
協
議
会
」
を
設

置
し
て
連
携
を
強
化
す
る
。

　
県
庁
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
「
青
少
年
立
ち
直

り
支
援
サ
イ
ト
」
を
設
置
し
、
立
ち
直
り
支
援

団
体
や
活
動
状
況
等
の
情
報
の
提
供
と
電

話
相
談
窓
口
の
開
設
に
よ
る
支
援
体
制
を

整
備
す
る
。

　
「
青
少
年
立
ち
直
り
体
験
交
流
会
」
を
開

催
し
、
薬
物
乱
用
を
含
め
た
非
行
問
題
の

専
門
家
等
に
よ
る
講
演
や
非
行
か
ら
の
立

ち
直
り
経
験
を
も
つ
保
護
者
等
の
体
験
報

告
、
保
護
者
同
士
に
よ
る
交
流
会
等
を
通

じ
、
非
行
に
悩
む
本
人
や
保
護
者
の
立
ち

直
り
を
支
援
す
る
。

立
ち
直
り
支
援
に
関

す
る
連
携
強
化
と
情

報
提
供
・
相
談
窓
口

等
の
整
備

・
協
議
会
の
開
催
：
年
１
回
以
上

・
支
援
サ
イ
ト
と
相
談
窓
口
：
継
続
開
設

・
体
験
交
流
会
の
開
催
：
年
３
回
以
上

・
協
議
会
の
開
催
：
年
１
回
以
上

・
支
援
サ
イ
ト
と
相
談
窓
口
：
継
続
開
設

・
体
験
交
流
会
の
開
催
：
年
３
回
以
上

・
協
議
会
の
開
催
：
年
１
回
以
上

・
支
援
サ
イ
ト
と
相
談
窓
口
：
継
続
開
設

・
体
験
交
流
会
の
開
催
：
年
３
回
以
上

青
少
年
課

Ⅱ 　 薬 物 依 存 症 か ら の 回 復 の 支 援 及 び 薬 物 乱 用 者 の 家 族 等 へ の 支 援 の 充 実 強 化 に よ る 再 乱 用 防 止 の 徹 底

　
薬
物
依
存
症
者
に
対

す
る
医
療
の
促
進

（
薬
物
等
依
存
症
者
に

対
す
る
医
療
体
制
の
充

実
・
強
化
）

５ 　 社 会 復 帰 支 援 に 向 け た 回 復 支 援 の 充 実 強 化

４ 　 医 療 機 関 に お け る 薬 物 依 存 治 療 体 制 の

促 進 等
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基
本

目
標
施
策

取
組

取
組
の
概
要

達
成
目
標

平
成
2
7
年
度

平
成
2
8
年
度

平
成
2
9
年
度

所
管

目
標
達
成
ま
で
の
取
組
内
容
と
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

薬
物
乱
用
者
及
び
そ
の

家
族
へ
の
相
談
助
言

　
薬
物
乱
用
者
及
び
そ
の
家
族
か
ら
の
相

談
を
受
け
必
要
な
助
言
を
行
う
。

薬
物
相
談
の
円
滑
な

実
施

・
相
談
の
対
応
（
通
年
）

・
相
談
の
対
応
（
通
年
）

・
相
談
の
対
応
（
通
年
）

精
神
保
健
福
祉
セ

ン
タ
ー

疾
病
対
策
課

薬
務
課

保
健
所

薬
物
乱
用
者
及
び
そ
の

家
族
へ
の
相
談
助
言

　
「
薬
物
依
存
症
　
家
族
の
た
め
の
ハ
ン
ド

ブ
ッ
ク
」
を
作
成
し
、
家
族
及
び
関
係
者
等

に
配
布
す
る
と
と
も
に
、
個
別
相
談
及
び
家

族
教
室
を
通
じ
て
依
存
問
題
へ
の
対
応
に

つ
い
て
助
言
を
行
う
。

薬
物
相
談
の
円
滑
な

実
施

・
家
族
、
関
係
者
へ
の
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク
配

布
（
随
時
）

・
精
神
医
療
セ
ン
タ
ー
と
共
に
家
族
教
室

の
実
施
（
年
６
ク
ー
ル
）

・
家
族
、
関
係
者
へ
の
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク
配

布
（
随
時
）

・
精
神
医
療
セ
ン
タ
ー
と
共
に
家
族
教
室

の
実
施
（
年
６
ク
ー
ル
）

・
家
族
、
関
係
者
へ
の
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク
配

布
（
随
時
）

・
精
神
医
療
セ
ン
タ
ー
と
共
に
家
族
教
室

の
実
施
（
年
６
ク
ー
ル
）

精
神
保
健
福
祉
セ

ン
タ
ー

精
神
保
健
福
祉
相
談

（
薬
物
依
存
関
連
問
題

に
つ
い
て
の
相
談
）
の

充
実

　
薬
物
依
存
か
ら
の
回
復
の
支
援
に
取
り

組
む
関
係
者
へ
の
研
修
、
技
術
協
力
及
び

情
報
提
供
を
行
う
。

薬
物
相
談
の
円
滑
な

実
施

・
薬
物
を
含
む
依
存
問
題
へ
の
支
援
者

研
修
の
開
催
（
年
２
回
）
、
関
係
機
関
へ

の
技
術
協
力
（
随
時
）

・
広
報
誌
へ
の
関
連
記
事
掲
載
（
年
１

回
）
、
広
報
媒
体
貸
出
、
講
師
派
遣
（
随

時
）
）

・
薬
物
を
含
む
依
存
問
題
へ
の
支
援
者

研
修
の
開
催
（
年
２
回
）
、
関
係
機
関
へ

の
技
術
協
力
（
随
時
）

・
広
報
誌
へ
の
関
連
記
事
掲
載
（
年
１

回
）
、
広
報
媒
体
貸
出
、
講
師
派
遣
（
随

時
）
）

・
薬
物
を
含
む
依
存
問
題
へ
の
支
援
者

研
修
の
開
催
（
年
２
回
）
、
関
係
機
関
へ

の
技
術
協
力
（
随
時
）

・
広
報
誌
へ
の
関
連
記
事
掲
載
（
年
１

回
）
、
広
報
媒
体
貸
出
、
講
師
派
遣
（
随

時
）
）

精
神
保
健
福
祉
セ

ン
タ
ー

相
談
窓
口
の
周
知

　
薬
物
乱
用
防
止
の
啓
発
資
材
を
活
用
し

薬
物
相
談
窓
口
を
周
知
す
る
。

　
薬
物
に
関
す
る
情
報
サ
イ
ト
（
薬
務
課
、

青
少
年
課
な
ど
）
と
連
携
し
相
談
窓
口
を
周

知
す
る
。

相
談
希
望
者
が
早

期
に
か
つ
確
実
に
窓

口
に
た
ど
り
着
け
る

・
街
頭
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
等
の
啓
発
資
材
に

よ
る
相
談
窓
口
の
周
知
（
通
年
）

・
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
見
直
し
、
整
備
（
随

時
）

・
街
頭
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
等
の
啓
発
資
材
に

よ
る
相
談
窓
口
の
周
知
（
通
年
）

・
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
見
直
し
、
整
備
（
随

時
）

・
街
頭
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
等
の
啓
発
資
材
に

よ
る
相
談
窓
口
の
周
知
（
通
年
）

・
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
見
直
し
、
整
備
（
随

時
）

精
神
保
健
福
祉
セ

ン
タ
ー

薬
務
課

保
健
所

６ 　 関 係 機 関 に よ る 相 談 体 制 の 充 実 強 化

Ⅱ 　 薬 物 依 存 症 か ら の 回 復 の 支 援 及 び 薬 物 乱 用 者 の 家 族 等 へ

の 支 援 の 充 実 強 化 に よ る 再 乱 用 防 止 の 徹 底
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基
本

目
標
施
策

取
組

取
組
の
概
要

達
成
目
標

平
成
2
7
年
度

平
成
2
8
年
度

平
成
2
9
年
度

所
管

目
標
達
成
ま
で
の
取
組
内
容
と
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

薬
物
密
輸
・
密
売
組
織

の
壊
滅
、
末
端
乱
用
者

に
対
す
る
取
締
り
の
徹

底

　
薬
物
の
密
輸
・
密
売
事
件
等
を
取
締
り
、

違
法
薬
物
を
押
収
し
、
供
給
源
の
遮
断
に

努
め
る
と
と
も
に
、
末
端
乱
用
者
を
検
挙
す

る
こ
と
に
よ
り
薬
物
需
要
の
根
絶
に
努
め

る
。

薬
物
の
供
給
源
と
な

る
密
売
組
織
の
壊
滅

及
び
末
端
乱
用
者
の

取
締
り
の
徹
底
に
よ

る
薬
物
需
要
の
根
絶

・
薬
物
密
輸
・
密
売
組
織
の
壊
滅

・
末
端
乱
用
者
に
対
す
る
取
締
り
の
徹

底

・
薬
物
密
輸
・
密
売
組
織
の
壊
滅

・
末
端
乱
用
者
に
対
す
る
取
締
り
の
徹

底

・
薬
物
密
輸
・
密
売
組
織
の
壊
滅

・
末
端
乱
用
者
に
対
す
る
取
締
り
の
徹

底
薬
物
銃
器
対
策
課

不
正
大
麻
・
け
し
撲
滅

運
動
の
実
施

　
不
正
大
麻
・
け
し
撲
滅
運
動
（
5
/
1
～

6
/
3
0
）
の
実
施
期
間
に
大
麻
・
け
し
に
関
す

る
正
し
い
知
識
の
啓
発
を
行
う
。
ま
た
、
大

麻
・
け
し
の
発
見
及
び
除
去
を
実
施
す
る
。

自
生
す
る
大
麻
・
け

し
の
悪
用
が
な
い
状

態

・
不
正
大
麻
・
け
し
撲
滅
運
動
：
5
/
1
～

6
/
3
0

　
彩
の
国
だ
よ
り
、
埼
玉
県
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
、
市
町
村
広
報
誌

・
自
生
す
る
大
麻
・
け
し
の
抜
去
：
随
時

・
不
正
大
麻
・
け
し
撲
滅
運
動
：
5
/
1
～

6
/
3
0

　
彩
の
国
だ
よ
り
、
埼
玉
県
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
、
市
町
村
広
報
誌

・
自
生
す
る
大
麻
・
け
し
の
抜
去
：
随
時

・
不
正
大
麻
・
け
し
撲
滅
運
動
：
5
/
1
～

6
/
3
0

　
彩
の
国
だ
よ
り
、
埼
玉
県
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
、
市
町
村
広
報
誌

・
自
生
す
る
大
麻
・
け
し
の
抜
去
：
随
時

薬
務
課
、
保
健
所

医
療
機
関
等
麻
薬
、
向

精
神
薬
及
び
覚
醒
剤
原

料
取
扱
施
設
の
監
視
指

導
の
徹
底

　
医
療
機
関
等
の
麻
薬
、
向
精
神
薬
及
び

覚
醒
剤
原
料
取
扱
施
設
を
監
視
指
導
す
る

こ
と
に
よ
り
麻
薬
等
の
適
正
な
管
理
の
徹
底

を
指
導
す
る
。

　
監
視
件
数
：
3
,
8
9
7
件
（
平
成
2
6
年
度
）

麻
薬
取
扱
施
設
に
由

来
す
る
麻
薬
の
不
正

流
通
が
な
い
状
態

・
麻
薬
等
取
扱
施
設
の
監
視
及
び
不
要

麻
薬
等
の
廃
棄
の
促
進
：
通
年

　
監
視
目
標
：
4
,
0
0
0
件

・
関
東
信
越
厚
生
局
麻
薬
取
締
部
と
の

合
同
監
視
：
７
月

・
麻
薬
等
取
扱
施
設
の
監
視
及
び
不
要

麻
薬
等
の
廃
棄
の
促
進
：
通
年

　
監
視
目
標
：
4
,
0
0
0
件

・
関
東
信
越
厚
生
局
麻
薬
取
締
部
と
の

合
同
監
視
：
７
月

・
麻
薬
等
取
扱
施
設
の
監
視
及
び
不
要

麻
薬
等
の
廃
棄
の
促
進
：
通
年

　
監
視
目
標
：
4
,
0
0
0
件

・
関
東
信
越
厚
生
局
麻
薬
取
締
部
と
の

合
同
監
視
：
７
月

薬
務
課
、
保
健
所

医
療
用
麻
薬
や
覚
醒
剤

原
料
等
の
適
正
使
用
の

推
進

　
医
療
用
の
麻
薬
や
覚
醒
剤
原
料
等
の
適

正
使
用
に
つ
い
て
、
保
健
所
に
よ
る
麻
薬

取
扱
者
の
免
許
手
続
き
時
等
に
指
導
を
行

う
。
　
麻
薬
卸
売
業
者
の
関
係
団
体
を
通
じ
て

働
き
か
け
を
行
う
。

麻
薬
取
扱
施
設
に
お

け
る
事
故
・
違
反
の

未
然
防
止

・
保
健
所
に
よ
る
麻
薬
取
扱
者
免
許
事

務
及
び
麻
薬
取
扱
施
設
の
監
視
時
の
指

導
：
通
年

・
麻
薬
取
扱
施
設
へ
の
一
斉
通
知
：
1
0

月 ・
医
療
用
麻
薬
関
係
の
研
修
会
へ
の
講

師
派
遣
：
随
時

・
保
健
所
に
よ
る
麻
薬
取
扱
者
免
許
事

務
及
び
麻
薬
取
扱
施
設
の
監
視
時
の
指

導
：
通
年

・
麻
薬
取
扱
施
設
へ
の
一
斉
通
知
：
1
0

月 ・
医
療
用
麻
薬
関
係
の
研
修
会
へ
の
講

師
派
遣
：
随
時

・
保
健
所
に
よ
る
麻
薬
取
扱
者
免
許
事

務
及
び
麻
薬
取
扱
施
設
の
監
視
時
の
指

導
：
通
年

・
麻
薬
取
扱
施
設
へ
の
一
斉
通
知
：
1
0

月 ・
医
療
用
麻
薬
関
係
の
研
修
会
へ
の
講

師
派
遣
：
随
時

薬
務
課
、
保
健
所

Ⅲ 　 取 締 指 導 の 充 実 強 化 に よ る 乱 用 薬 物 の 流 通 阻 止 の 徹 底

７ 　 大 麻 、 麻 薬 、 覚 醒 剤 等 の 規 制 薬 物

の 取 締 り の 充 実 強 化

８ 　 正 規 流 通 麻 薬 等 の 適 正 な 管 理 の 徹 底
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基
本

目
標
施
策

取
組

取
組
の
概
要

達
成
目
標

平
成
2
7
年
度

平
成
2
8
年
度

平
成
2
9
年
度

所
管

目
標
達
成
ま
で
の
取
組
内
容
と
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

知
事
指
定
薬
物
の
指
定

に
よ
る
危
険
ド
ラ
ッ
グ
の

規
制
強
化

　
法
規
制
の
及
ん
で
い
な
い
精
神
毒
性
の

あ
る
薬
物
を
「
埼
玉
県
薬
物
の
濫
用
の
防

止
に
関
す
る
条
例
」
に
基
づ
き
知
事
指
定
薬

物
に
指
定
す
る
こ
と
に
よ
り
製
造
、
栽
培
、

販
売
、
授
与
、
所
持
、
使
用
及
び
使
用
す
る

場
所
の
提
供
・
あ
っ
せ
ん
を
規
制
す
る
。

　
知
事
指
定
薬
物
を
取
り
扱
う
場
所
等
に
薬

事
監
視
員
と
警
察
職
員
が
立
入
調
査
を
行

う
。

危
険
ド
ラ
ッ
グ
に
よ
る

健
康
被
害
等
を
な
く

す
。

・
埼
玉
県
地
方
薬
事
審
議
会
薬
物
指
定

審
査
委
員
会
の
設
置
：
4
月

・
他
地
方
公
共
団
体
か
ら
の
情
報
収
集
：

随
時

・
埼
玉
県
地
方
薬
事
審
議
会
へ
の
諮

問
：
随
時

・
知
事
指
定
薬
物
の
指
定
及
び
広
報
：
随

時 ・
知
事
指
定
薬
物
の
取
扱
い
が
疑
わ
れ

る
施
設
等
へ
の
監
視
指
導
：
随
時

・
他
地
方
公
共
団
体
か
ら
の
情
報
収
集
：

随
時

・
埼
玉
県
地
方
薬
事
審
議
会
へ
の
諮

問
：
随
時

・
知
事
指
定
薬
物
の
指
定
及
び
広
報
：
随

時 ・
知
事
指
定
薬
物
の
取
扱
い
が
疑
わ
れ

る
施
設
等
へ
の
監
視
指
導
：
随
時

・
他
地
方
公
共
団
体
か
ら
の
情
報
収
集
：

随
時

・
埼
玉
県
地
方
薬
事
審
議
会
へ
の
諮

問
：
随
時

・
知
事
指
定
薬
物
の
指
定
及
び
広
報
：
随

時 ・
知
事
指
定
薬
物
の
取
扱
い
が
疑
わ
れ

る
施
設
等
へ
の
監
視
指
導
：
随
時

薬
務
課
、
薬
物
銃
器

対
策
課

危
険
ド
ラ
ッ
グ
販
売
店

舗
の
排
除

　
危
険
ド
ラ
ッ
グ
販
売
店
舗
の
情
報
を
収
集

す
る
と
と
も
に
、
危
険
ド
ラ
ッ
グ
の
販
売
が
疑

わ
れ
る
店
舗
の
監
視
指
導
を
行
い
、
こ
れ
ら

の
店
舗
を
排
除
す
る
。

危
険
ド
ラ
ッ
グ
の
販

売
店
舗
０
件
の
維
持

・
通
報
窓
口
の
周
知
に
よ
る
危
険
ド
ラ
ッ

グ
販
売
店
舗
の
情
報
収
集
：
通
年

・
危
険
ド
ラ
ッ
グ
の
販
売
が
疑
わ
れ
る
店

舗
の
調
査
：
随
時

・
危
険
ド
ラ
ッ
グ
の
販
売
が
認
め
ら
れ
た

店
舗
の
排
除
：
随
時

・
通
報
窓
口
の
周
知
に
よ
る
危
険
ド
ラ
ッ

グ
販
売
店
舗
の
情
報
収
集
：
通
年

・
危
険
ド
ラ
ッ
グ
の
販
売
が
疑
わ
れ
る
店

舗
の
調
査
：
随
時

・
危
険
ド
ラ
ッ
グ
の
販
売
が
認
め
ら
れ
た

店
舗
の
排
除
：
随
時

・
通
報
窓
口
の
周
知
に
よ
る
危
険
ド
ラ
ッ

グ
販
売
店
舗
の
情
報
収
集
：
通
年

・
危
険
ド
ラ
ッ
グ
の
販
売
が
疑
わ
れ
る
店

舗
の
調
査
：
随
時

・
危
険
ド
ラ
ッ
グ
の
販
売
が
認
め
ら
れ
た

店
舗
の
排
除
：
随
時

薬
務
課
、
薬
物
銃
器

対
策
課

不
動
産
関
係
団
体
と
連

携
し
た
危
険
ド
ラ
ッ
グ
販

売
店
の
排
除

　
不
動
産
関
係
団
体
の
協
力
に
よ
り
危
険
ド

ラ
ッ
グ
販
売
店
の
出
店
を
未
然
に
防
止
す

る
。

危
険
ド
ラ
ッ
グ
の
販

売
店
舗
０
件
の
維
持

・
不
動
産
事
業
者
へ
の
研
修
会
の
実

施
：

①
（
公
社
）
埼
玉
県
宅
地
建
物
取
引
業

協
会
会
員
：
1
0
月
～
1
1
月

②
（
公
社
）
全
日
本
不
動
産
協
会
埼
玉

県
本
部
会
員
：
4
月
～
6
月

・
情
報
収
集
及
び
提
供
：
通
年

・
情
報
収
集
及
び
提
供
：
通
年

・
研
修
会
等
で
の
薬
物
乱
用
防
止
啓
発
：

随
時

・
情
報
収
集
及
び
提
供
：
通
年

・
研
修
会
等
で
の
薬
物
乱
用
防
止
啓
発
：

随
時

薬
務
課
、
薬
物
銃
器

対
策
課

　
危
険
ド
ラ
ッ
グ
の
イ
ン

タ
ー
ネ
ッ
ト
販
売
サ
イ
ト

の
監
視
指
導
及
び
排
除

　
危
険
ド
ラ
ッ
グ
に
係
る
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
広

告
を
監
視
し
、
発
見
し
た
サ
イ
ト
に
つ
い
て

販
売
・
広
告
の
中
止
の
警
告
及
び
プ
ロ
バ
イ

ダ
等
に
対
す
る
削
除
要
請
を
行
い
、
イ
ン

タ
ー
ネ
ッ
ト
上
の
危
険
ド
ラ
ッ
グ
販
売
サ
イ
ト

を
排
除
す
る
。

危
険
ド
ラ
ッ
グ
の
イ
ン

タ
ー
ネ
ッ
ト
販
売
サ
イ

ト
０
件

・
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
サ
イ
ト
の
監
視
：
通
年

　
目
標
：
1
1
0
0
サ
イ
ト

・
危
険
ド
ラ
ッ
グ
販
売
サ
イ
ト
へ
の
販
売
・

広
告
の
中
止
の
警
告
及
び
プ
ロ
バ
イ
ダ

へ
の
削
除
要
請
：
随
時

・
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
サ
イ
ト
の
監
視
：
通
年

　
目
標
：
1
0
0
0
サ
イ
ト

・
危
険
ド
ラ
ッ
グ
販
売
サ
イ
ト
へ
の
販
売
・

広
告
の
中
止
の
警
告
及
び
プ
ロ
バ
イ
ダ

へ
の
削
除
要
請
：
随
時

・
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
サ
イ
ト
の
監
視
：
通
年

　
目
標
：
9
0
0
サ
イ
ト

・
危
険
ド
ラ
ッ
グ
販
売
サ
イ
ト
へ
の
販
売
・

広
告
の
中
止
の
警
告
及
び
プ
ロ
バ
イ
ダ

へ
の
削
除
要
請
：
随
時

薬
務
課

　
危
険
ド
ラ
ッ
グ
の
デ
リ

バ
リ
ー
販
売
対
策
の
推

進

　
危
険
ド
ラ
ッ
グ
の
デ
リ
バ
リ
ー
販
売
に
つ

い
て
実
態
把
握
及
び
監
視
指
導
を
行
い
、

デ
リ
バ
リ
ー
販
売
の
撲
滅
を
図
る
。

危
険
ド
ラ
ッ
グ
の
デ
リ

バ
リ
ー
販
売
の
撲
滅

・
危
険
ド
ラ
ッ
グ
の
デ
リ
バ
リ
ー
販
売
の

実
態
把
握
：
通
年

　 ・
特
定
し
た
危
険
ド
ラ
ッ
グ
デ
リ
バ
リ
ー
販

売
業
者
へ
の
監
視
指
導
：
随
時

・
危
険
ド
ラ
ッ
グ
の
デ
リ
バ
リ
ー
販
売
業

者
の
特
定
：
通
年

　 ・
特
定
し
た
危
険
ド
ラ
ッ
グ
デ
リ
バ
リ
ー
販

売
業
者
へ
の
監
視
指
導
：
随
時

・
危
険
ド
ラ
ッ
グ
の
デ
リ
バ
リ
ー
販
売
業

者
の
特
定
：
通
年

　 ・
特
定
し
た
危
険
ド
ラ
ッ
グ
デ
リ
バ
リ
ー
販

売
業
者
へ
の
監
視
指
導
：
随
時

薬
務
課
、
薬
物
銃
器

対
策
課

Ⅲ 　 取 締 指 導 の 充 実 強 化 に よ る 乱 用 薬 物 の 流 通 阻 止 の 徹 底

９ 　 危 険 ド ラ ッ グ 等 、 多 様 化 す る 乱 用 薬 物 の 流 通 に 応 じ た 取 締 り の 推 進
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基
本

目
標
施
策

取
組

取
組
の
概
要

達
成
目
標

平
成
2
7
年
度

平
成
2
8
年
度

平
成
2
9
年
度

所
管

目
標
達
成
ま
で
の
取
組
内
容
と
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

危
険
ド
ラ
ッ
グ
の
検
査

及
び
調
査
研
究

　
危
険
ド
ラ
ッ
グ
の
買
上
検
査
を
行
い
、
法

又
は
条
例
で
規
制
さ
れ
て
い
る
薬
物
が
検

出
さ
れ
た
場
合
は
販
売
業
者
等
を
検
挙
す

る
と
と
も
に
、
検
査
結
果
を
公
表
し
県
民
の

健
康
被
害
等
の
発
生
を
防
止
す
る
。

　
未
規
制
の
薬
物
を
検
出
し
た
場
合
は
、
国

及
び
他
の
地
方
公
共
団
体
と
連
携
し
て
調

査
研
究
を
行
い
、
新
た
な
規
制
の
対
象
と
す

る
。

危
険
ド
ラ
ッ
グ
の
流

通
を
な
く
す

・
危
険
ド
ラ
ッ
グ
の
買
上
検
査
の
実
施
：

通
年

　
目
標
：
1
0
0
検
体

　 ・
法
令
に
違
反
す
る
薬
物
の
取
扱
者
へ

の
措
置
及
び
製
品
の
公
表
：
随
時

・
未
規
制
の
薬
物
を
検
出
し
た
場
合
の

調
査
研
究
並
び
に
国
及
び
他
の
地
方
公

共
団
体
と
の
連
携
：
随
時

・
危
険
ド
ラ
ッ
グ
の
買
上
検
査
の
実
施
：

通
年

　
目
標
：
1
1
0
検
体

　 ・
法
令
に
違
反
す
る
薬
物
の
取
扱
者
へ

の
措
置
及
び
製
品
の
公
表
：
随
時

・
未
規
制
の
薬
物
を
検
出
し
た
場
合
の

調
査
研
究
並
び
に
国
及
び
他
の
地
方
公

共
団
体
と
の
連
携
：
随
時

・
危
険
ド
ラ
ッ
グ
の
買
上
検
査
の
実
施
：

通
年

　
目
標
：
1
2
0
検
体

　 ・
法
令
に
違
反
す
る
薬
物
の
取
扱
者
へ

の
措
置
及
び
製
品
の
公
表
：
随
時

・
未
規
制
の
薬
物
を
検
出
し
た
場
合
の

調
査
研
究
並
び
に
国
及
び
他
の
地
方
公

共
団
体
と
の
連
携
：
随
時

薬
務
課
、
衛
生
研
究

所

　
危
険
ド
ラ
ッ
グ
の
検

査
・
分
析
に
関
す
る
調

査
研
究

　
薬
物
に
関
す
る
調
査
研
究
及
び
情
報
収

集
を
行
う
。

　
最
新
の
薬
物
の
標
準
品
を
確
保
し
危
険
ド

ラ
ッ
グ
の
検
査
を
迅
速
に
行
う
。

　
標
準
品
数
：
1
2
0
種
類
（
平
成
2
6
年
度
）　
危
険
ド
ラ
ッ
グ
の
成

分
と
な
り
う
る
標
準

品
（
検
査
・
分
析
の
た

め
に
必
要
な
比
較
標

本
）
の
確
保
：

　
2
0
0
種
類

・
他
の
研
究
機
関
と
の
情
報
共
有
：
随
時

・
危
険
ド
ラ
ッ
グ
の
成
分
と
な
り
う
る
物
質

と
し
て
確
保
す
る
標
準
品
の
種
類
：

　
1
5
0
種
類

・
他
の
研
究
機
関
と
の
情
報
共
有
：
随
時

・
危
険
ド
ラ
ッ
グ
の
成
分
と
な
り
う
る
物
質

と
し
て
確
保
す
る
標
準
品
の
種
類
：

　
1
8
0
種
類

・
他
の
研
究
機
関
と
の
情
報
共
有
：
随
時

・
危
険
ド
ラ
ッ
グ
の
成
分
と
な
り
う
る
物
質

と
し
て
確
保
す
る
標
準
品
の
種
類
：

　
2
0
0
種
類

衛
生
研
究
所

薬
物
を
原
因
と
し
た
危

険
運
転
の
取
締
、
事
件

捜
査
及
び
行
政
処
分
の

実
施

　
危
険
ド
ラ
ッ
グ
な
ど
薬
物
に
関
係
す
る
交

通
取
締
り
を
行
う
と
と
も
に
、
交
通
事
故
発

生
時
に
は
危
険
運
転
致
死
傷
罪
の
積
極
的

な
適
用
を
図
る
。
ま
た
、
行
政
処
分
を
迅
速

か
つ
適
正
に
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
、
危
険

運
転
者
を
交
通
上
か
ら
排
除
す
る
。

薬
物
を
原
因
と
し
た

危
険
運
転
の
取
締
、

事
件
捜
査
、
行
政
処

分
の
実
施

・
薬
物
を
原
因
と
し
た
危
険
運
転
の
取

締
、
事
件
捜
査
、
行
政
処
分
の
実
施
（
通

年
）

・
薬
物
を
原
因
と
し
た
危
険
運
転
の
取

締
、
事
件
捜
査
、
行
政
処
分
の
実
施
（
通

年
）

・
薬
物
を
原
因
と
し
た
危
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Ⅲ 　 取 締 指 導 の 充 実 強 化 に よ る 乱 用 薬 物 の 流 通 阻 止 の 徹 底

９ 　 危 険 ド ラ ッ グ 等 、 多 様 化 す る 乱 用 薬 物 の 流 通 に 応 じ た 取 締 り の 推 進
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No 用語 解説 頁

1
いじめ撲滅・青少年健全育成合同
キャンペーン

　国民の子ども・若者育成支援に対する理解を深めること等を目的と
した「子ども・若者育成支援強調月間」（11月）において、県が関係団
体、ボランティア及び高等学校に協力を呼び掛け実施している、いじ
め撲滅をメインテーマとしたキャンペーン。

13,14,
32

2覚醒剤

　覚せい剤取締法（昭和26年法律第252号）により規制される薬物
（フェニルアミノプロパン（アンフェタミン）、フェニルメチルアミノプロパ
ン（メタンフェタミン））。
　脳内の神経が活発になり、やる気が出たり、怖いものがないように
感じるが、効果が切れると強い疲労感や脱力感に襲われる。
　幻覚や妄想など、脳や神経に強い障害をもたらす。

－

3 覚醒剤事犯者処遇プログラム

　保護観察所において、一定の条件（※）を満たす仮釈放者及び保護
観察付執行猶予者に対して、保護観察の特別遵守事項（約束事）に
定めて実施する教育。認知行動療法等を理論的基盤としたワーク
ブックを活用する。併せて簡易薬物検出検査を実施する。
（※　①仮釈放者のうち、保護観察に付される理由となった犯罪事実
中に覚醒剤の自己使用の罪に当たる事実が含まれ、かつ保護観察
期間が６月以上の者。②保護観察付執行猶予者のうち、保護観察に
付される理由となった犯罪事実中に覚醒剤の自己使用の罪に当たる
事実が含まれ、かつ規制薬物の使用による刑事処分又は保護処分
歴があるなど、規制薬物の使用を反復する犯罪的傾向が強い者。）

39

4 簡易薬物検出検査

　保護観察所において、対象者が覚醒剤を使用していないことを示す
結果を積み重ねることにより、断薬意志の維持及び促進を図ることを
目的に実施される検査。
　覚醒剤の使用を反復する傾向を有する仮釈放者及び保護観察付
執行猶予者の同意のもとで行われる。

39

5 危険運転致死傷

　自動車の運転により人を死傷させる行為等の処罰に関する法律
（平成25年法律第86号）第２条で規定される、危険運転行為（アル
コール・薬物の影響、制御困難な高速度、運転技能を有しない、妨害
目的、殊更信号無視、通行禁止道路の進行）を行い人を死傷させた
場合。また、第３条で規定される、アルコール・薬物の影響、一定の病
気の影響により、正常な運転に支障が生じるおそれがある状態で自
動車を運転し、その走行中に正常な運転が困難な状態に陥り人を死
傷させた場合に成立する。

44

6 危険ドラッグ

　規制薬物（麻薬、覚醒剤、大麻、向精神薬等）又は指定薬物に化学
構造を似せて作られ、これらと同様の薬理作用を有する物品。規制
薬物及び指定薬物を含有しない物品であることを標榜しながら規制
薬物又は指定薬物を含有する物品を含む。

－

7 刑の一部執行猶予制度
　懲役刑や禁錮刑を一定期間受刑させた後、残りの刑期の執行を猶
予する制度。受刑者の社会復帰促進や、保護観察による再犯防止な
どを目的とする。

17

8 検査命令

　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する
法律（昭和35年法律第145号）に基づき、厚生労働大臣又は都道府
県知事が危険ドラッグを取扱う者に対し行う命令。
　検査命令の対象となる薬物が指定薬物又は指定薬物と同等以上に
精神毒性を有する蓋然性が高い物であるかについての検査を命じる
もの。

44

9 向精神薬

　麻薬及び向精神薬取締法（昭和28年法律第14号）により規制される
薬物（バルビタール、ジアゼパム等）。
　鎮静剤・催眠剤・精神安定剤等の医薬品として用いられており、服
用するには医師の処方箋が必要である。
　耐性があり、乱用すると薬物依存に陥る。大量摂取により、昏睡・死
亡することもある。

－

10再乱用防止対策プログラム
　地方厚生局麻薬取締部において、保護観察処分のつかない執行猶
予判決を受けた初犯薬物乱用者等を対象として実施される、認知行
動療法を用いた再乱用防止を促すための体系化された手順。

39

用語解説
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No 用語 解説 頁

11指定薬物

　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する
法律（昭和35年法律第145号）で規制されている薬物（主に危険ドラッ
グに用いられている成分）。
　麻薬・覚醒剤・大麻などに似た化学構造を持ち、人体に対しこれらと
同等以上の悪影響をもたらす。
　平成27年9月26日現在2,320成分が指定されている。

－

12 社会を明るくする運動

　すべての国民が、犯罪や非行の防止と罪を犯した人たちの更生に
ついて理解を深め、それぞれの立場において力を合わせ、犯罪のな
い地域社会を築こうとする全国的な運動。
　法務省が主唱し7月1日～7月31日に実施している。

13,32

13青少年立ち直り支援サイト
　立ち直りを希望する少年や保護者のために県が設置したサイト。電
話相談の仲介や非行立ち直り支援活動に取り組む団体及び立ち直り
事例を紹介している。

38

14
青少年の非行・被害防止全国強
調月間

　青少年の非行防止等について、国民が理解を深め、さらに、関係機
関･団体と地域住民等とが相互に協力･連携して、青少年の規範意識
の醸成及び有害環境への適切な対応を図るなどの各種取組を集中
的に実施する運動。
　内閣府が主唱し7月1日～7月31日に実施している。

13,32

15精神保健福祉センター

　「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律」に基づき都道府県
(指定都市を含む）が設置する、精神保健の向上及び精神障害者の
福祉を推進するための相談活動や知識の普及等を行う専門的技術
機関。

17、
18、
37,40

16 大麻

　大麻取締法（昭和23年法律第124号）により規制されている薬物（大
麻草（カンナビス・サティバ・エル）及びその製品。ただし、大麻草の成
熟した茎及びその製品（樹脂を除く）並びに大麻草の種子及びその製
品を除く）。
　嗅覚・視覚・聴覚などの感覚が鋭くなるように錯覚し、多幸感も味わ
う。しかし記憶力・理解力の低下、知覚障害、幻覚・妄想やパニック状
態を引き起こし、長期乱用では意欲・気力が低下する。

－

17 「ダメ。ゼッタイ。」普及運動

　新国連薬物乱用根絶宣言（2009年～2019年）への支援事業の一環
として、国民一人一人の薬物乱用問題に関する認識を高めるため、
正しい知識の普及、広報啓発を全国的に展開する運動。
　厚生労働省、都道府県及び(公財)麻薬・覚せい剤乱用防止センター
が関係機関・団体等に協力を呼び掛け、国連総会決議に基づく「6.26
国際麻薬乱用撲滅デー」を含めた６月20日～７月19日の期間に運動
を実施している。

13,14,
33

18認知行動療法
　ものの受け取り方や考え方に働きかけて気持ちを楽にする精神療
法。

17,19,
27,37

19販売等停止命令

　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する
法律（昭和35年法律第145号）に基づき、厚生労働大臣又は都道府
県知事が危険ドラッグを取扱う者に対して行う検査命令に併せて行う
ことができる命令。
　検査命令の対象となる薬物について、検査結果が明らかになるまで
の間、その販売・広告等の停止を命じるもの。

44

20 非行防止指導班「あおぞら」

　埼玉県内の小学生・中学生・高校生を対象とした、非行防止教室、
薬物乱用防止教室及び防犯教室を行う、女性警察官等で構成される
指導班。
　学校からの要望に応じて、地域や学校の実情に合わせた内容で
ロールプレイを取り入れたりするなど、少年の規範意識を醸成する活
動を実施している。

30

21 標準品 　薬物を検査・分析する際に必要となる比較標本。 43

22 法務省プログラム
　法務省矯正局が作成した、刑事施設の在所者の個々の課題に応じ
た矯正教育プログラム。

39

23 麻薬

　麻薬及び向精神薬取締法（昭和28年法律第14号）により規制される
薬物（ヘロイン、コカイン、モルヒネ等）。
　乱用により強い陶酔感を呼び起こす。耐性により身体的な依存を形
成し、禁断症状も苦しいことから、精神的な依存性も強くなる。
　大量摂取による呼吸麻痺で死亡する例も多い。

－
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No 用語 解説 頁

24 麻薬・覚醒剤乱用防止運動

　麻薬、覚醒剤、大麻、シンナー、危険ドラッグ等の薬物乱用による危
害を広く国民に周知し、国民一人一人の認識を高めることにより、麻
薬・覚醒剤等の薬物乱用の根絶を図ることを目的とする運動。
　厚生労働省と都道府県が、関係機関・団体等に協力を呼び掛け、
10月１日～11月30日に実施している。

14,32

25薬物依存症

　精神障害のひとつ。麻薬・覚醒剤・大麻などの依存性のある薬物を
使い続けているうちに心身に異変が生じ、薬物を使いたいという気持
ちが（渇望）が強くなりすぎて、自分ではコントロールできなくなり、現
実にいろいろと不都合が生じているにもかかわらず薬物を使い続け
てしまう障害。

－

26
薬物依存の認知行動療法プログ
ラム

　薬物依存症に対する認知行動療法を用いた治療・回復プログラム。
　薬物使用欲求が発生するメカニズムや使用欲求に対する適切な対
処行動等を身に付ける。

17,19,
27,37

27薬物標本
　麻薬、覚醒剤及び大麻等の薬物に外観を似せて作られた薬物の見
本。

33

28 薬物乱用
　医薬品を医療目的以外に使用すること、又は医療目的にない薬物
を不正に使用すること。

－

29薬物乱用防止教室
　学校において、薬物乱用の危険性を熟知している警察職員、麻薬
取締官OB、学校医及び学校薬剤師等の協力を得て、薬物に対する
正しい知識や乱用の恐ろしさについて指導する教育活動。

12、
13,16,
30、31

30薬物乱用防止五か年戦略

　内閣府特命担当大臣を議長とする薬物乱用対策推進会議（※）に
おいて策定している、薬物乱用の根絶に向けた国の総合的な戦略。
（※平成20年12月以前は薬物乱用対策推進本部。本部長：総理大
臣）
　平成10年に当初の戦略が策定され、平成25年に現在の第四次戦
略が策定された。

2
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条 例

埼 玉 県 薬 物 の 濫 用 の 防 止 に 関 す る 条 例 を こ こ に 公 布 す る 。

平 成 二 十 七 年 三 月 十 七 日

埼 玉 県 知 事 上 田 清 司

埼 玉 県 条 例 第 十 九 号

埼 玉 県 薬 物 の 濫 用 の 防 止 に 関 す る 条 例

目 次
第 一 章 総 則 （ 第 一 条 ― 第 五 条 ）

第 二 章 薬 物 の 濫 用 の 防 止 に 関 す る 基 本 的 な 施 策 （ 第 六 条 ― 第 十 条 ）

第 三 章 薬 物 の 濫 用 の 防 止 の た め の 規 制 （ 第 十 一 条 ― 第 十 八 条 ）

第 四 章 雑 則 （ 第 十 九 条 ）

第 五 章 罰 則 （ 第 二 十 条 ― 第 二 十 五 条 ）

附 則
第 一 章 総 則

（ 目 的 ）

第 一 条 こ の 条 例 は 、 薬 物 の 濫 用 に よ る 被 害 が 深 刻 化 し て い る 状 況 を 踏 ま え 、 薬 物

の 濫 用 の 防 止 に 関 し 、 県 等 の 責 務 を 明 ら か に し 、 基 本 的 な 施 策 及 び 薬 物 の 依 存 症

か ら の 患 者 の 回 復 の 支 援 の た め の 施 策 を 定 め る と と も に 、 薬 物 の 製 造 、 販 売 等 の

規 制 を 行 う こ と に よ り 、 薬 物 の 濫 用 に よ る 危 害 か ら 県 民 の 健 康 及 び 安 全 を 確 保

し 、 も っ て 県 民 が 安 心 し て 暮 ら す こ と が で き る 社 会 の 実 現 に 寄 与 す る こ と を 目 的

と す る 。

（ 定 義 ）

第 二 条 こ の 条 例 に お い て 「 薬 物 」 と は 、 次 に 掲 げ る 物 を い う 。

一 大 麻 取 締 法 （ 昭 和 二 十 三 年 法 律 第 百 二 十 四 号 ） 第 一 条 に 規 定 す る 大 麻

二 覚 せ
、

い
、

剤 取 締 法 （ 昭 和 二 十 六 年 法 律 第 二 百 五 十 二 号 ） 第 二 条 第 一 項 に 規 定 す

る 覚 醒 剤 及 び 同 条 第 五 項 に 規 定 す る 覚 醒 剤 原 料

三 麻 薬 及 び 向 精 神 薬 取 締 法 （ 昭 和 二 十 八 年 法 律 第 十 四 号 ） 第 二 条 第 一 号 に 規 定

す る 麻 薬 、 同 条 第 四 号 に 規 定 す る 麻 薬 原 料 植 物 及 び 同 条 第 六 号 に 規 定 す る 向 精

神 薬

四 あ へ ん 法 （ 昭 和 二 十 九 年 法 律 第 七 十 一 号 ） 第 三 条 第 一 号 に 規 定 す る け し 、 同

条 第 二 号 に 規 定 す る あ へ ん 及 び 同 条 第 三 号 に 規 定 す る け し が ら
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五 毒 物 及 び 劇 物 取 締 法 施 行 令 （ 昭 和 三 十 年 政 令 第 二 百 六 十 一 号 ） 第 三 十 二 条 の

二 に 規 定 す る 物

六 医 薬 品 、 医 療 機 器 等 の 品 質 、 有 効 性 及 び 安 全 性 の 確 保 等 に 関 す る 法 律 （ 昭 和

三 十 五 年 法 律 第 百 四 十 五 号 。 第 十 三 条 第 二 項 に お い て 「 法 」 と い う 。 ） 第 二 条

第 十 五 項 に 規 定 す る 指 定 薬 物

七 前 各 号 に 掲 げ る も の の ほ か 、 中 枢 神 経 系 の 興 奮 若 し く は 抑 制 又 は 幻 覚 の 作 用

（ 当 該 作 用 の 維 持 又 は 強 化 の 作 用 を 含 む 。 第 十 一 条 第 一 項 に お い て 「 精 神 毒 性 」

と い う 。 ） を 有 す る 蓋 然 性 が 高 く 、 か つ 、 人 の 身 体 に 使 用 さ れ た 場 合 に 保 健 衛

生 上 の 危 害 が 発 生 す る お そ れ が あ る と 認 め ら れ る 物

（ 県 の 責 務 ）

第 三 条 県 は 、 薬 物 の 濫 用 の 防 止 に 関 す る 施 策 を 総 合 的 か つ 計 画 的 に 推 進 す る 責 務

を 有 す る 。

２ 県 は 、 前 項 の 施 策 の 推 進 に 当 た っ て は 、 国 及 び 他 の 地 方 公 共 団 体 並 び に 薬 物 の

濫 用 の 防 止 を 目 的 と す る 団 体 と の 連 携 協 力 を 図 る も の と す る 。

（ 県 民 の 責 務 ）

第 四 条 県 民 は 、 薬 物 の 危 険 性 に 関 す る 知 識 と 理 解 を 深 め 、 薬 物 の 濫 用 を 防 止 す る

よ う 努 め な け れ ば な ら な い 。

２ 県 民 は 、 県 が 実 施 す る 薬 物 の 濫 用 の 防 止 に 関 す る 施 策 に 協 力 す る よ う 努 め る と

と も に 、 薬 物 の 濫 用 の 防 止 に 資 す る と 認 め ら れ る 情 報 を 得 た と き は 、 県 に 対 し 、

当 該 情 報 を 提 供 す る よ う 努 め な け れ ば な ら な い 。

（ 不 動 産 業 を 営 む 者 等 の 責 務 ）

第 五 条 不 動 産 業 を 営 む 者 又 は 不 動 産 業 を 営 む 者 を 主 た る 構 成 員 と す る 団 体 は 、 県

が 実 施 す る 薬 物 の 濫 用 の 防 止 に 関 す る 施 策 に 協 力 す る よ う 努 め る と と も に 、 薬 物

の 濫 用 に 係 る 不 動 産 の 利 用 の 防 止 に 資 す る 取 組 を 行 う よ う 努 め な け れ ば な ら な

い 。
第 二 章 薬 物 の 濫 用 の 防 止 に 関 す る 基 本 的 な 施 策

（ 推 進 体 制 の 整 備 等 ）

第 六 条 県 は 、 薬 物 の 濫 用 の 防 止 に 関 す る 施 策 を 総 合 的 か つ 計 画 的 に 推 進 す る た め

に 必 要 な 体 制 を 整 備 す る も の と す る 。

２ 知 事 及 び 公 安 委 員 会 は 、 相 互 に 連 携 協 力 を 図 り な が ら 薬 物 の 濫 用 の 防 止 に 関 す

る 調 査 、 指 導 そ の 他 の 措 置 を 講 ず る も の と す る 。

（ 調 査 研 究 等 ）

第 七 条 県 は 、 薬 物 の 濫 用 の 防 止 に 関 す る 施 策 を 最 新 の 科 学 的 知 見 に 基 づ き 適 切 に

実 施 す る た め 、 薬 物 に 関 す る 調 査 研 究 を 行 う と と も に 、 薬 物 に 係 る 試 験 及 び 検 査
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に 関 す る 研 究 及 び 技 術 開 発 を 推 進 し 、 並 び に そ れ ら の 成 果 の 普 及 を 図 る も の と す

る 。

２ 県 は 、 薬 物 に 関 す る 調 査 研 究 並 び に 薬 物 に 係 る 試 験 及 び 検 査 に つ い て 、 国 、 他

の 地 方 公 共 団 体 そ の 他 薬 物 に 関 す る 研 究 機 関 に 対 し 協 力 を 求 め る こ と が で き る 。

（ 情 報 の 収 集 及 び 提 供 等 ）

第 八 条 県 は 、 薬 物 の 濫 用 に よ る 危 害 か ら 県 民 の 健 康 及 び 安 全 を 確 保 す る た め 、 薬

物 に 関 す る 情 報 に つ い て 、 収 集 及 び 整 理 を 行 う と と も に 、 最 新 の 科 学 的 知 見 に 基

づ く 分 析 及 び 評 価 を 行 う も の と す る 。

２ 県 は 、 薬 物 に 関 す る 情 報 に つ い て 、 国 、 他 の 地 方 公 共 団 体 そ の 他 薬 物 に 関 す る

研 究 機 関 に 対 し 、 そ の 提 供 を 求 め る こ と が で き る 。

３ 県 は 、 第 一 項 の 規 定 に よ る 情 報 の 分 析 及 び 評 価 の 結 果 に つ い て 、 薬 物 の 濫 用 の

防 止 に 関 す る 施 策 及 び 薬 物 の 製 造 、 販 売 等 の 規 制 に 的 確 に 反 映 さ せ る も の と す

る 。

４ 県 は 、 薬 物 の 濫 用 に よ る 危 害 か ら 県 民 の 健 康 及 び 安 全 を 確 保 す る た め 、 県 民 に

対 し 、 必 要 な 情 報 を 提 供 す る も の と す る 。

（ 教 育 及 び 学 習 の 推 進 ）

第 九 条 県 は 、 県 民 が 薬 物 の 危 険 性 に 関 す る 正 し い 知 識 に 基 づ き 行 動 す る こ と が で

き る よ う 、 教 育 及 び 学 習 の 推 進 に 必 要 な 措 置 を 講 ず る も の と す る 。

（ 薬 物 の 依 存 症 か ら の 回 復 支 援 ）

第 十 条 県 は 、 薬 物 の 依 存 症 か ら の 患 者 の 回 復 に 資 す る た め 、 医 療 機 関 そ の 他 の 関

係 機 関 及 び 薬 物 の 濫 用 の 防 止 を 目 的 と す る 団 体 と の 連 携 を 図 る と と も に 、 相 談 体

制 及 び 専 門 的 な 治 療 等 に 関 す る 体 制 の 整 備 そ の 他 の 必 要 な 措 置 を 講 ず る も の と

す る 。
第 三 章 薬 物 の 濫 用 の 防 止 の た め の 規 制

（ 知 事 指 定 薬 物 の 指 定 ）

第 十 一 条 知 事 は 、 第 二 条 第 七 号 に 掲 げ る 薬 物 の う ち 、 県 の 区 域 内 に お い て 現 に 濫

用 さ れ 、 又 は 濫 用 さ れ る お そ れ が あ り 、 か つ 、 最 新 の 科 学 的 知 見 に 基 づ き 精 神 毒

性 を 有 す る と 認 め ら れ る も の を 知 事 指 定 薬 物 と し て 指 定 す る こ と が で き る 。

２ 知 事 は 、 前 項 の 規 定 に よ る 指 定 を し よ う と す る と き は 、 あ ら か じ め 、 埼 玉 県 地

方 薬 事 審 議 会 の 意 見 を 聴 か な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 県 民 の 健 康 及 び 安 全 を 確

保 す る た め 緊 急 を 要 す る 場 合 で 、 あ ら か じ め 埼 玉 県 地 方 薬 事 審 議 会 の 意 見 を 聴 く

い と ま が な い と き は 、 こ の 限 り で な い 。

３ 前 項 た だ し 書 の 場 合 に お い て 、 知 事 は 、 第 一 項 の 規 定 に よ る 指 定 を 行 っ た 後 、

速 や か に 、 そ の 旨 を 埼 玉 県 地 方 薬 事 審 議 会 に 報 告 す る も の と す る 。
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４ 第 一 項 の 規 定 に よ る 指 定 は 、 規 則 の 定 め る と こ ろ に よ り 、 そ の 旨 を 告 示 す る こ

と に よ り 行 う も の と す る 。

（ 知 事 指 定 薬 物 の 指 定 の 失 効 等 ）

第 十 二 条 前 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 指 定 は 、 知 事 指 定 薬 物 が 第 二 条 第 一 号 か ら 第 六

号 ま で に 掲 げ る 薬 物 に 指 定 さ れ 、 又 は 該 当 す る に 至 っ た と き は 、 そ の 効 力 を 失 う

も の と す る 。

２ 知 事 は 、 前 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 指 定 の 必 要 が な く な っ た と 認 め る と き は 、 当

該 指 定 を 解 除 し な け れ ば な ら な い 。

３ 前 条 第 四 項 の 規 定 は 、 前 項 の 規 定 に よ る 解 除 に つ い て 準 用 す る 。

４ 知 事 指 定 薬 物 に 関 し て 適 用 さ れ る 罰 則 の 規 定 は 、 第 一 項 の 規 定 に よ り 知 事 指 定

薬 物 の 指 定 の 効 力 が 失 わ れ る 前 又 は 第 二 項 の 規 定 に よ り 知 事 指 定 薬 物 の 指 定 を

解 除 す る 前 に し た 行 為 に つ い て も 、 こ れ を 適 用 す る 。

（ 製 造 等 の 禁 止 ）

第 十 三 条 何 人 も 、 次 に 掲 げ る 行 為 を し て は な ら な い 。 た だ し 、 第 一 号 か ら 第 四 号

ま で に 掲 げ る 行 為 に つ い て は 、 正 当 な 理 由 が あ る 場 合 と し て 規 則 で 定 め る 場 合

は 、 こ の 限 り で な い 。

一 知 事 指 定 薬 物 （ 知 事 指 定 薬 物 を 含 有 す る 物 又 は 植 物 を 含 む 。 以 下 同 じ 。 ） を

製 造 し 、 又 は 栽 培 す る こ と 。

二 知 事 指 定 薬 物 を 販 売 し 、 授 与 し 、 又 は 販 売 若 し く は 授 与 の 目 的 で 所 持 す る こ

と （ 県 の 区 域 外 に お け る 販 売 又 は 授 与 の 目 的 で 所 持 す る 場 合 を 含 む 。 ） 。

三 知 事 指 定 薬 物 を 販 売 又 は 授 与 の 目 的 で 広 告 す る こ と 。

四 知 事 指 定 薬 物 を 所 持 （ 販 売 又 は 授 与 の 目 的 に よ る 所 持 を 除 く 。 ） し 、 購 入 し 、

若 し く は 譲 り 受 け 、 又 は 使 用 す る こ と 。

五 知 事 指 定 薬 物 を み だ り に 使 用 す る こ と を 知 っ て 、 そ の 場 所 を 提 供 し 、 又 は あ

っ せ ん す る こ と 。

２ 前 項 の 規 定 は 、 法 第 七 十 六 条 の 六 第 二 項 の 規 定 に よ る 命 令 を 受 け た 者 に 係 る 物

品 に つ い て は 同 項 に 規 定 す る 間 、 法 第 七 十 六 条 の 七 の 二 第 二 項 の 規 定 に よ る 命 令

を 受 け た 者 に 係 る 物 品 に つ い て は 同 項 に 規 定 す る 間 、 こ れ ら の 命 令 に 係 る 行 為 に

つ い て 、 適 用 し な い 。

（ 立 入 調 査 等 ）

第 十 四 条 知 事 は 、 こ の 条 例 の 施 行 に 必 要 な 限 度 に お い て 、 そ の 指 定 す る 職 員 に 、

知 事 指 定 薬 物 又 は こ れ に 該 当 す る 疑 い が あ る 物 （ 以 下 こ の 項 、 次 項 及 び 第 二 十 四

条 に お い て 「 知 事 指 定 薬 物 等 」 と い う 。 ） を 業 務 上 取 り 扱 う 場 所 そ の 他 必 要 な 場

所 に 立 ち 入 り 、 調 査 さ せ 、 若 し く は 関 係 者 に 質 問 さ せ 、 又 は 試 験 の た め 必 要 な 最

62



少 分 量 に 限 り 知 事 指 定 薬 物 等 の 提 出 を 求 め る こ と が で き る 。

２ 公 安 委 員 会 は 、 こ の 条 例 の 施 行 に 必 要 な 限 度 に お い て 、 公 安 委 員 会 規 則 で 定 め

る 警 察 職 員 に 、 知 事 指 定 薬 物 等 を 業 務 上 取 り 扱 う 場 所 そ の 他 必 要 な 場 所 に 立 ち 入

り 、 調 査 さ せ 、 又 は 関 係 者 に 質 問 さ せ る こ と が で き る 。

３ 前 二 項 の 規 定 に よ り 立 入 調 査 を 行 う 職 員 は 、 規 則 又 は 公 安 委 員 会 規 則 で 定 め る

そ の 身 分 を 示 す 証 明 書 を 携 帯 し 、 関 係 者 に 提 示 し な け れ ば な ら な い 。

４ 第 一 項 及 び 第 二 項 の 規 定 に よ る 権 限 は 、 犯 罪 捜 査 の た め に 認 め ら れ た も の と 解

釈 し て は な ら な い 。

（ 警 告 ）

第 十 五 条 知 事 は 、 第 十 三 条 第 一 項 の 規 定 に 違 反 し た 者 に 対 し 、 必 要 な 警 告 を 発 す

る こ と が で き る 。

２ 第 十 三 条 第 一 項 の 規 定 に 違 反 し た 者 が 、 法 人 の 代 表 者 又 は 法 人 若 し く は 人 の 代

理 人 、 使 用 人 そ の 他 の 従 業 者 で あ る と き は 、 そ の 法 人 又 は 人 の 業 務 に 関 し て は 、

そ の 法 人 又 は 人 に 対 し て も 、 前 項 の 規 定 に よ る 警 告 を 発 す る こ と が で き る 。

３ 第 一 項 の 警 告 は 、 規 則 で 定 め る 様 式 に よ る 警 告 書 を 交 付 し て 行 う も の と す る 。

（ 製 造 中 止 等 の 命 令 ）

第 十 六 条 知 事 は 、 前 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 警 告 に 従 わ な い 者 に 対 し 、 そ の 者 が 行

う 第 十 三 条 第 一 項 各 号 に 掲 げ る 行 為 の 中 止 （ 次 項 に お い て 「 知 事 指 定 薬 物 の 製 造

等 の 中 止 」 と い う 。 ） を 命 じ 、 又 は 知 事 指 定 薬 物 の 回 収 若 し く は 廃 棄 そ の 他 必 要

な 措 置 を 採 る べ き こ と を 命 ず る こ と が で き る 。

２ 知 事 は 、 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る と き は 、 第 十 三 条 第 一 項 の 規 定 に 違 反

し た 者 に 対 し 、 前 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 警 告 を 発 す る こ と な く 、 知 事 指 定 薬 物 の

製 造 等 の 中 止 を 命 じ 、 又 は 知 事 指 定 薬 物 の 回 収 若 し く は 廃 棄 そ の 他 必 要 な 措 置 を

採 る べ き こ と を 命 ず る こ と が で き る 。

一 県 民 の 健 康 及 び 安 全 を 確 保 す る た め 緊 急 を 要 す る 場 合 で 、 前 条 第 一 項 の 規 定

に よ る 警 告 を 発 す る い と ま が な い と き 。

二 第 十 三 条 第 一 項 の 規 定 に 違 反 し た 者 が 、 過 去 三 年 以 内 に 前 条 第 一 項 の 規 定 に

よ る 警 告 を 受 け た こ と が あ る と き 。

（ 緊 急 時 の 勧 告 ）

第 十 七 条 知 事 は 、 第 二 条 第 七 号 に 掲 げ る 薬 物 の 濫 用 に よ り 県 民 の 健 康 等 に 重 大 な

被 害 が 生 じ 、 又 は 生 じ る 蓋 然 性 が 高 い と 認 め る と き は 、 第 十 一 条 第 一 項 の 規 定 に

よ り 当 該 薬 物 を 知 事 指 定 薬 物 と し て 指 定 す る 前 に 、 当 該 薬 物 （ 当 該 薬 物 を 含 有 す

る 物 又 は 植 物 を 含 む 。 以 下 こ の 項 及 び 次 条 第 二 項 に お い て 「 勧 告 対 象 薬 物 」 と い

う 。 ） を 製 造 し 、 栽 培 し 、 販 売 し 、 授 与 し 、 所 持 し 、 販 売 若 し く は 授 与 の 目 的 で
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広 告 し 、 購 入 し 、 譲 り 受 け 、 又 は 使 用 す る 者 に 対 し 、 そ の 行 為 を 中 止 し 、 又 は 勧

告 対 象 薬 物 の 回 収 若 し く は 廃 棄 そ の 他 必 要 な 措 置 を 採 る べ き こ と を 勧 告 す る こ

と が で き る 。

２ 知 事 は 、 前 項 の 規 定 に よ る 勧 告 を し た と き は 、 速 や か に そ の 旨 を 公 表 す る も の

と す る 。

（ 公 安 委 員 会 の 要 請 ）

第 十 八 条 公 安 委 員 会 は 、 第 十 三 条 第 一 項 の 規 定 に 違 反 す る 行 為 を 発 見 し た と き は 、

公 安 委 員 会 規 則 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 知 事 に 必 要 な 措 置 を 講 ず べ き こ と を 要 請

す る こ と が で き る 。

２ 公 安 委 員 会 は 、 勧 告 対 象 薬 物 の 濫 用 に よ り 県 民 の 健 康 等 に 重 大 な 被 害 が 生 じ 、

又 は 生 じ る お そ れ が あ る と 判 断 し た と き は 、 公 安 委 員 会 規 則 で 定 め る と こ ろ に よ

り 、 知 事 に 勧 告 等 必 要 な 措 置 を 講 ず べ き こ と を 要 請 す る こ と が で き る 。

第 四 章 雑 則

（ 委 任 ）

第 十 九 条 こ の 条 例 に 定 め る も の の ほ か 、 こ の 条 例 の 施 行 に 関 し 必 要 な 事 項 は 、 規

則 で 定 め る 。

第 五 章 罰 則

（ 罰 則 ）

第 二 十 条 第 十 六 条 の 規 定 に よ る 命 令 （ 第 十 三 条 第 一 項 第 一 号 又 は 第 二 号 に 掲 げ る

行 為 に 係 る も の に 限 る 。 ） に 違 反 し た 者 は 、 二 年 以 下 の 懲 役 又 は 百 万 円 以 下 の 罰

金 に 処 す る 。

第 二 十 一 条 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る 者 は 、 一 年 以 下 の 懲 役 又 は 五 十 万 円 以

下 の 罰 金 に 処 す る 。

一 第 十 三 条 第 一 項 第 一 号 又 は 第 二 号 の 規 定 に 違 反 し て こ れ ら の 規 定 に 掲 げ る 行

為 を し た 者

二 第 十 六 条 の 規 定 に よ る 命 令 （ 第 十 三 条 第 一 項 第 三 号 又 は 第 四 号 に 掲 げ る 行 為

に 係 る も の に 限 る 。 ） に 違 反 し た 者

第 二 十 二 条 第 十 三 条 第 一 項 第 三 号 又 は 第 四 号 の 規 定 に 違 反 し て こ れ ら の 規 定 に 掲

げ る 行 為 を し た 者 は 、 六 月 以 下 の 懲 役 又 は 三 十 万 円 以 下 の 罰 金 に 処 す る 。

第 二 十 三 条 第 十 六 条 の 規 定 に よ る 命 令 （ 第 十 三 条 第 一 項 第 五 号 に 掲 げ る 行 為 に 係

る も の に 限 る 。 ） に 違 反 し た 者 は 、 三 十 万 円 以 下 の 罰 金 に 処 す る 。

第 二 十 四 条 第 十 四 条 第 一 項 若 し く は 第 二 項 の 規 定 に よ る 立 入 調 査 を 拒 み 、 妨 げ 、

若 し く は 忌 避 し 、 同 条 第 一 項 若 し く は 第 二 項 の 規 定 に よ る 質 問 に 対 し て 陳 述 を せ

ず 、 若 し く は 虚 偽 の 陳 述 を し 、 又 は 同 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 知 事 指 定 薬 物 等 の 提
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出 の 要 求 に 応 じ な か っ た 者 は 、 二 十 万 円 以 下 の 罰 金 に 処 す る 。

（ 両 罰 規 定 ）

第 二 十 五 条 法 人 の 代 表 者 又 は 法 人 若 し く は 人 の 代 理 人 、 使 用 人 そ の 他 の 従 業 者 が 、

そ の 法 人 又 は 人 の 業 務 に 関 し 、 第 二 十 条 か ら 前 条 ま で の 違 反 行 為 を し た と き は 、

行 為 者 を 罰 す る ほ か 、 そ の 法 人 又 は 人 に 対 し て 、 各 本 条 の 罰 金 刑 を 科 す る 。

附 則

こ の 条 例 は 、 平 成 二 十 七 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。 た だ し 、 第 十 三 条 、 第 十 五 条 、

第 十 六 条 、 第 十 八 条 第 一 項 及 び 第 五 章 の 規 定 は 、 平 成 二 十 七 年 五 月 一 日 か ら 施 行 す

る 。
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埼玉県薬物乱用対策推進会議設置要綱

 （目 的） 

第１条 麻薬、覚せい剤等薬物乱用対策に関し、関係行政機関の事務の緊密な連絡を図

るとともに、その対策を総合的かつ効果的に推進するため、埼玉県薬物乱用対策推進

会議（以下「会議」という。）を置く。 

 （所掌事項） 

第２条 会議は、次の事項を所掌する。 

 (1) 薬物乱用対策推進の総合企画及び調整に関すること。 

 (2)  薬物乱用防止についての啓発及び広報並びに指導に関すること。 

 (3)  薬物事犯の取締りの強化、薬物による中毒者の医療、更生、保護に関すること。 

 (4)  その他関係行政機関等の連絡調整及び情報交換に関すること。 

 （組 織） 

第３条 会議は、次に掲げる者をもって組織する。 

 (1)  議 長 １人 

 (2)  副議長   １人 

 (3)  委 員 ２６人以内 

 （役 員   ） 

第４条 議長は、保健医療部長をもってあてる。 

２ 議長は、会議の会務を総理し、会議を代表する。 

３ 副議長は、保健医療部副部長をもってあてる。 

４ 副議長は、議長を補佐し、議長に事故あるときは、その職務を代理する。 

５ 委員は、別表に定める県職員のほか、次に掲げる者のうちから議長が就任依頼し承

諾を得た者をもってあてる。 

(1)  学識経験を有する者 

 (2)  関係行政機関の職員 

 (3)  関係団体の代表者 

 (4)  その他適当と認める者 

６ 前項に定める者のうち、就任の承諾を得た委員の任期は、２年とする。ただし、補

欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 （会 議   ） 

第５条 会議は、議長が招集する。 

２ 委員が会議に出席できない場合は、それに代わる有識者又は行政機関の職員等を代

理に出席させることができる。 

３ 会議は、原則として公開とする。 
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 （事務局の設置） 

第６条 会議の事務を処理するため、事務局を置き、次の者をもって組織する。 

(1)  事務局長  １人 

 (2)  書 記      若干名 

 （事務局の職員） 

第７条 事務局長は、保健医療部薬務課副課長をもってあてる。 

２ 書記は、保健医療部薬務課の職員をもってあてる。 

 （委任規定） 

第８条 この規程に定めるもののほか、会議の議事、その他会議の運営に関し必要な事

項は、議長が定める。 

附 則 

この要綱は、平成２３年６月１日から施行する。 

附 則 

この要項は、平成２７年４月１７日から施行する。 

別表 

埼玉県総務部学事課長 

〃 県民生活部青少年課長 

  〃 県民生活部防犯・交通安全課長 

  〃 福祉部障害者福祉推進課長 

  〃 保健医療部疾病対策課長 

  〃 保健医療部薬務課長 

埼玉県立精神保健福祉センター副センター長 

 〃 精神医療センター依存症治療研究部 部長 

埼玉県教育局県立学校部保健体育課長 

  〃 警察本部生活安全部少年課長 

  〃 警察本部刑事部組織犯罪対策局薬物銃器対策課長 

  〃 交通部交通企画課長 
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  (敬称略)

任期：平成29年5月31日まで

（平成27年10月22日現在）

所　　属 職　　名 氏　　名

埼玉県保健医療部 部　長 石川　稔

埼玉県保健医療部 副部長 関本　建二

学識経験者 城西大学薬学部 准教授 井上　裕

さいたま地方検察庁 検察官　検事 上本　哲司

さいたま保護観察所　処遇部門 統括保護観察官 小出　有二

さいたま少年鑑別所 次　長 小野　義浩

川越少年刑務所　教育部 首席矯正処遇官 矢田　豊

財務省東京税関　調査部
特別審理官
（第１担当）

後藤　政秋

厚生労働省関東信越厚生局　麻薬取締部 捜査第二課長 長谷川　清一

一般社団法人埼玉県医師会 常任理事 新藤　　健

一般社団法人埼玉県薬剤師会 常務理事 黒澤　章

株式会社テレビ埼玉　 報道部長 田中　秀一

公益財団法人埼玉県暴力追放・薬物乱用防止センター 専務理事 森　松夫

公益社団法人埼玉県宅地建物取引業協会 常務理事 滝沢　豊広

公益社団法人全日本不動産協会埼玉県本部 本部長 長島　友伸

埼玉県薬物乱用防止指導員連合協議会 会　長 松本　吉郎

総務部学事課 課　長 三須 康男

県民生活部青少年課 課　長 渡邉　哲

県民生活部防犯・交通安全課 課　長 松本 晃彦

福祉部障害者福祉推進課 課　長 加藤　誠

精神保健福祉センター 副センター長 斉藤　正美

保健医療部疾病対策課 課　長 野本　実

保健医療部薬務課 課　長 謝村　錦芳

精神医療センター 依存症治療研究部長 和田　清

教育局県立学校部保健体育課 課　長 加賀谷　貴彦

警察本部生活安全部少年課 課　長 杉﨑　惠子

警察本部刑事部組織犯罪対策局　薬物銃器対策課 課　長 野口　春樹

警察本部交通部交通企画課 課　長 松村　雅彦

 埼玉県薬物乱用対策推進会議委員名簿

区 分

議 長

副 議 長

委

員

関 係
行 政 機 関

関 係 団 体

埼 玉 県
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